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       開   会       午前  ９時２９分  

       〔開会宣告〕  

議長（山田勝男）  皆さん、おはようございます。  

   それでは、地方自治法第１１３条の規定に基づく定足数に達しておりますので、

ただいまより、平成３０年第４回三郷町議会定例会を開会いたします。  

   直ちに、本会議を開きます。  

   本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。  

       〔町長招集の挨拶〕  

議長（山田勝男）  町長から招集の挨拶がございます。森町長。  

町長（森  宏範）（登壇）  皆さん、おはようございます。  

   本日、三郷町告示第７１号によりまして、平成３０年第４回三郷町議会定例会

を招集いたしましたところ、議員各位におかれましては、公私何かとご多忙の中、

早朝よりご出席を賜り、厚く御礼を申し上げます。  

   さて、本定例会に提出いたします議案は、承認案件１件、議決案件１６件の計

１７件であります。どうか、慎重審議賜りますようお願い申し上げ、招集の挨拶

とさせていただきます。  

       〔会議録署名議員の指名〕  

議長（山田勝男）  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。  

   本定例会の会議録署名議員は、三郷町議会会議規則第１２７条の規定により、

１２番、下村  修議員、１番、神崎静代議員を指名します。  

       〔会期の決定〕  

   日程第２、会期の決定を議題とします。  

   お諮りします。本定例会の会期は、本日から１２月１４日までの８日間とした

いと思います。ご異議ありませんか。  

       （「異議なし」の声あり）  

議長（山田勝男）  異議なしと認めます。したがって、会期は本日から１２月１４日

までの８日間に決定しました。  

       〔議案朗読〕  

議長（山田勝男）  この際、日程第３、「承認第７号、平成３０年度三郷町一般会計

補正予算（第４号）の専決処分について」から、日程第１９、「議案第６４号、

三郷駅前自転車等駐車場の指定管理者の指定について」までを一括議題とし、事
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務局に朗読させます。  

議会事務局長補佐（義久  仁）  朗読します。  

  日程第  ３  承認第  ７号  平成３０年度三郷町一般会計補正予算（第４号）の

専決処分について  

  日程第  ４  議案第４９号  平成３０年度三郷町一般会計補正予算（第５号）  

  日程第  ５  議案第５０号  平成３０年度三郷町国民健康保険特別会計補正予算

（第２号）  

  日程第  ６  議案第５１号  平成３０年度三郷町介護保険特別会計補正予算（第

２号）  

  日程第  ７  議案第５２号  平成３０年度三郷町下水道事業会計補正予算（第

２号）  

  日程第  ８  議案第５３号  三郷町議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当

に関する条例の一部改正について  

  日程第  ９  議案第５４号  特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する

条例の一部改正について  

  日程第１０  議案第５５号  教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する

条例の一部改正について  

  日程第１１  議案第５６号  一般職の職員の給与に関する条例の一部改正につい

て  

  日程第１２  議案第５７号  三郷町サテライトオフィス条例の一部改正について  

  日程第１３  議案第５８号  災害による被害者に対する町税の減免に関する条例

の一部改正について  

  日程第１４  議案第５９号  三郷町心身障害者医療費助成条例の一部改正につい

て  

  日程第１５  議案第６０号  山辺・県北西部広域環境衛生組合規約の変更につい

て  

  日程第１６  議案第６１号  平成２９年度三郷中学校建替工事請負変更契約の締

結について  

  日程第１７  議案第６２号  三郷町立野汚水中継ポンプ場の災害復旧事業に係る

建設工事委託に関する協定の一部を変更する協定の

締結について  
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  日程第１８  議案第６３号  財産の取得について  

  日程第１９  議案第６４号  三郷駅前自転車等駐車場の指定管理者の指定につい

て  

   以上でございます。  

       〔提案理由の説明〕  

議長（山田勝男）  日程第２０、ただいま朗読の議案について、提案理由の説明を求

めます。森町長。  

町長（森  宏範）（登壇）  それでは、議長のお許しをいただきまして、本定例会に

提出いたしました議案の提案説明をさせていただきます。  

   まず初めに、「承認第７号、平成３０年度三郷町一般会計補正予算（第４号）

の専決処分について」であります。  

   既決予算に５１９万４，０００円を追加し、補正後の予算総額を９７億２，

２１３万円としたものであります。  

   内容としまして、まず初めに、西部保育園舎につきましては築４５年が経過し

ておりますが、本年９月末にガスのにおいが発生したため点検を実施したところ、

基準値を上回る数値が測定されました。このことから、ガス漏れによる火災等を

未然に防止するため、既存配管の撤去及び新設配管工事の経費として、西部保育

園運営費で２２０万円を計上したものであります。  

   次に、去る７月５日から６日にかけて発生した豪雨による異常出水により、信

貴川の護岸が崩壊したことから、土木施設災害復旧費で４８７万円を、また、大

字勢野の農地におきましても豪雨により、畦畔を越水し、法面が崩落する被害が

発生したことから、農業施設災害復旧費で２１９万１，０００円を計上したもの

であります。  

   一方、歳入では、農地の復旧作業に係る所有者負担分として分担金で６１万２，

０００円を、国庫補助金で９６万５，０００円を、  また、信貴川護岸改修工事

に伴う 国庫 補助 金と して ２ ４１ 万７ ，０ ００ 円 を計 上す ると ともに 、町 債で

１２０万円を計上し、歳出の財政調整積立金４０６万７，０００円を減額するこ

とで収支を合わせ、１０月９日付をもって、専決処分を行ったものであります。  

   次に、「議案第４９号、平成３０年度三郷町一般会計補正予算（第５号）」に

ついてであります。  

   既決予算に２ 億８，０６９万４， ０００ 円を追加し、 補正後の予算総額を
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１００億２８２万４，０００円とするものであります。  

   人事院勧告に伴う職員等の給料・手当等の改正や人事異動に係る人件費を除き、

歳出から主な内容を説明申し上げます。  

   まず、総務費では、昨今、頻繁に発生する災害に迅速に対応するための財源確

保や各種補助事業等のヒアリングに伴う旅費が増加したことから、一般管理費で

６０万円を追加するものであります。  

   また、平成３１年５月の改元に伴い、新元号を窓口発行証明書等で使用できる

ように、住民情報システムの改修が必要となることから、情報管理費で８３３万

３，０００円を計上するものであります。  

   なお、本事業につきましては、システムの構築に約３か月の期間を要し、新元

号が確定したあとに、システムの動作や帳票等のテストが必要となることから、

全額を次年度に繰り越すものであります。  

   また、「奈良サテライトオフィス３５」におきまして、近隣の無線利用の増加

や利用者による想定以上のデータ送信等により電波干渉が発生し、施設の円滑な

利用に支障を来していることから、ネットワークの再構築に係る経費として、企

画費で２２９万円を計上するものであります。  

   次に、平成３１年４月執行予定の統一地方選挙につきまして、今般、当該選挙

期日を定める臨時特例法により、選挙期日が１週間前倒しされる見込みとなった

ことから、これらに係る経費を知事選挙費で７０万１，０００円を計上するもの

であります。  

   次に、民生費では、後ほどご説明いたします国民健康保険特別会計の補正に伴

う繰出金５８万７，０００円を社会福祉総務費で計上するものであります。  

   また、老人福祉施設三室園組合の養護老人ホーム管理棟建替事業につきまして、

本事業を本町の指定避難所の耐震工事として位置づけることで、交付税措置の有

利な起債が可能となるため、広域７町を代表して本町が起債し、借入額の全額、

１億９，８２０万円を三室園負担金として支出するため、老人福祉総務費で計上

するものであります。  

   また、本年度に設置予定の地域密着型養護老人ホームにおきまして、県の補助

要綱の改正に合わせて本町の補助要綱を改正したことから、開設準備補助として

６０９万１，０００円を、後ほどご説明いたします介護保険特別会計の補正に伴

う繰出金１２１万１，０００円を、老人福祉総務費で計上するものであります。  
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   また、障害児通所給付におきまして、サービスの利用者や通所先が増加したこ

と及び報酬改定があったことから、障害者（児）福祉費で１，５３９万円を追加

するものであります。  

   また、平成３１年８月より県におきまして、未就学児を対象に福祉医療制度に

おける現物給付方式が導入されることから、現行の医療費助成システムを現物給

付に対応したシステムに改修する費用として１，１６６万４，０００円を、また、

国保連合会においても同じくシステム改修が行われ、その費用を各市町村で案分

して負担することから、これに伴う経費として１０万１，０００円を、子ども医

療費で計上するものであります。  

   次に、衛生費では、毎年、国に報告する地域保健事業報告の内容が、本年度か

ら変更されることに伴い、「健康かるて」のシステム改修が必要となることから、

老人保健費で１１６万７，０００円を計上するものであります。  

   次に、土木費では、昨年１０月に発生しました台風２１号による大雨の影響で、

東信貴ケ丘地区において、住宅地の擁壁及び調整池の護岸等が被災しましたが、

このたび、住宅地につきまして復旧工法のめどが立ってきたことから、町におき

ましても、調整池及び周辺道路施設の復旧工事に係る経費として、道路橋梁費で

２，１００万円を計上するものであります。  

   なお、本工事につきましては、住宅地の復旧工事完了後の発注となり、今年度

中の執行が見込めないことから、全額を翌年度へ繰り越すものであります。  

   また、惣持寺地区につきましても、昨年の台風２１号により、家屋の浸水被害

が多数発生しておりますが、かねてより樋門の閉鎖による内水被害等、大和川流

域における浸水常襲地域に位置づけられています。今般、本地区について、県の

平成緊急内水対策事業の適地として選考されたことから、今後、調整池の整備を

進めていくため、現地測量、地質調査、解析等の調査業務を実施するための経費

として、道路橋梁費で８００万円を計上するものであります。  

   なお、本事業につきましても着手時期が来年２月ごろになることから、全額を

翌年度へ繰り越すものであります。  

   次に、教育費では、９月議会におきましてご報告させていただきました指定通

学路におけるブロック塀等の撤去工事につきまして、本年１０月１日より撤去工

事に要する経費の一部を補助する制度を実施しており、その経費として、事務局

費で１００万円を計上するものであります。  
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   また、竜田運動公園内のポプラの木から放出される綿により、近隣住民にご迷

惑をおかけしていることから、樹木を伐採する経費及び、同じく公園西側の擁壁

上部の落下の危険性がある立木を伐採する経費として、スポーツ施設管理費で

２７７万２，０００円を計上するものであります。  

   一方、歳入では、歳出でご説明いたしました障害児通所給付費の増額に伴い、

国庫負担金で７６５万円を、県負担金で３８２万５，０００円を、それぞれ計上

するものであります。  

   また、子ども医療費助成システムの改修に伴い２００万円を、また、地域密着

型養護老人ホームに対する施設開設準備経費等支援として６０９万１，０００円

をそれぞれ県補助金で計上するものであります。  

   また、知事選挙に伴う事務費委託金として、県委託金で７０万１，０００円を

計上するものであります。  

   次に、老人福祉施設三室園組合の避難所耐震改修事業負担金に伴い、町債で

１億９，８２０万円を計上するとともに、歳出の財政調整積立金２２３万４，

０００円を減額し、歳入の財政調整基金繰入金６，２２２万７，０００円を増額

することで収支を合わせるものであります。  

   なお、職員の人件費に関しましては、本年度に人事院が給料月額を平均０．

２％、勤勉手当を０．０５か月分、それぞれ引き上げる勧告を行い、奈良県人事

委員会においても人事院勧告に準拠した内容での勧告が行われました。  

   本町でも、国・県の勧告内容と同様に、職員の給料月額、勤勉手当の改正を行

うとともに、議会議員を初め町長・副町長・教育長の期末手当の改正も踏まえ、

それぞれの科目において、人事異動・退職等に係る人件費の変動分も合わせ、総

額３８２万１，０００円を計上するものであります。  

   続きまして、「議案第５０号、平成３０年度三郷町国民健康保険特別会計補正

予算（第２号）」についてであります。  

   既決予算に８ ５万７，０００ 円を 増額し、補正後の予 算総額を ２７億６，

５６３万４，０００円とするものであります。  

   内容といたしまして、歳出では保険給付費に占める結核・精神医療費多額分の

割合が一定基準以上である場合は、保険給付費交付金の対象となることに伴い、

そのデータ処理費用等で５８万７，０００円を、また、国保の県単位化に伴う国

保事業報告システムの追加改修が行われ、市町村が案分してその費用を負担する
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ことから２７万円を、それぞれ一般管理費で計上するものであります。  

   一方、歳入では、国保事業報告システムの改修に伴い、県負担金・補助金で

２７万円を、また、レセプトデータ処理経費に対する一般会計繰入金として、

５８万７，０００円を計上するものであります。  

   続きまして、「議案第５１号、平成３０年度三郷町介護保険特別会計補正予算

（第２号）」についてであります。  

   保険事業の既決予算に６９７万７，０００円を追加し、補正後の予算総額を

２０億８，８７２万７，０００円とするものであります。  

   内容といたしまして、歳出では保険給付費におきまして、決算見込み額が当初

予算額と比較して増加することから、居宅介護サービス計画給付費で９６９万４，

０００円を計上するものであります。  

   一方、歳入では保険給付費の増額に伴いまして、国庫負担金で１９３万８，

０００円、支払基金交付金で２６１万７，０００円、県負担金で１２１万１，

０００円、一般会計繰入金で１２１万１，０００円をそれぞれ追加するとともに、

歳出の基金積立金を２７１万７，０００円減額することで収支を合わせるもので

あります。  

   続きまして、「議案第５２号、平成３０年度三郷町下水道事業会計補正予算

（第２号）」についてであります。  

   まず、下水道事業収益につきまして既決予定額に１億２４６万２，０００円を

増額し、補正後の予算総額を７億１，３３３万３，０００円とする一方で、資本

的収入につきまして同額を減額し、補正後の予算総額を３億７，２６８万６，

０００円とするものであります。  

   内容といたしましては、一般会計補助金の基準内繰入分について、事業収益と

資本的収入の配分変更を行うものであります。  

   次に、下水道事業費用につきまして既決予定額に６８９万４，０００円を増額

し、補正後の予算総額を６億６，３４０万円とするとともに、資本的支出につき

まして５万８，０００円を減額し、補正後の予算総額を３億９，０１４万２，

０００円とするものであります。  

   内容といたしましては、今年度の人事異動に伴い、人件費の補正を行うもので

あります。  

   続きまして、「議案第５３号、三郷町議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末



 

1-13 

手当に関する条例の一部改正について」、「議案第５４号、特別職の職員で常勤

のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正について」及び「議案第５５号、

教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正について」に

つきましては関連がありますので、一括して説明申し上げます。  

   これらの条例改正につきましては、人事院勧告に伴い、国家公務員の特別職の

給与が改定されることに鑑み、議会議員・町長・副町長・教育長の期末手当等の

改正を行うものであります。  

   内容といたしましては、本年１２月の期末手当の支給割合を０．０５か月分引

き上げ、１．７７５か月分とし、６月期及び１２月期合計で３．３５か月分とす

るものであります。  

   また、来年度以降の期末手当につきましては、その３．３５か月を６月期及び

１２月期に均等に振り分け、１．６７５か月分とし、平成３１年４月１日から施

行するものであります。  

   続きまして、「議案第５６号、一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に

ついて」であります。  

   本条例の改正につきましても、人事院勧告に伴い国家公務員の給与が改定され

ることから、一般職の職員の給与月額、勤勉手当等を改めるものであります。  

   主な内容といたしましては、初任給を初め、給料月額を平均０．２％引き上げ

るとともに、本年１２月の勤勉手当を０．０５か月分引き上げ、０．９５か月分

とし、６月期及び１２月期合計で１．８５か月分とするもので、給料については

本年４月１日から、勤勉手当については本年１２月１日から適用するものであり

ます。  

   また、来年度以降につきましては、勤勉手当合計１．８５か月分を６月期及び

１２月期に均等に振り分け０．９２５か月分とするとともに、期末手当合計２．

６か月分について、６月期及び１２月期ともに１．３か月分とするよう支給月数

の調整を行うものであります。  

   また、あわせまして、現行、役職ごとに定率制となっている管理職手当の定額

化を実施するため、所要の改正を行い、平成３１年４月１日から施行するもので

あります。  

   続きまして、「議案第５７号、三郷町サテライトオフィス条例の一部改正につ

いて」であります。  
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   本条例の改正につきましては、「奈良サテライトオフィス３５」の使用料につ

いて、新たな料金区分を設定するために行うものであります。  

   内容といたしましては、ブーススペースやコワーキングスペースの随時利用に

おいて、短時間のスポットで気軽に利用しやすくするため、現行の「３時間ま

で」に加え、「１時間まで」の料金区分を新たに設定し、利用促進につなげるも

のであります。  

   なお、施行期日につきましては、周知期間も踏まえ、平成３１年４月１日から

とするものであります。  

   続きまして、「議案第５８号、災害による被害者に対する町税の減免に関する

条例の一部改正について」であります。  

   本条例の改正につきましては、地方税法の改正に伴うものであります。  

   内容としましては、１点目として、金融所得課税の一体化による文言整理を行

うとともに、２点目として、配偶者控除の見直しによる条文整備を行うもので、

１点目は公布の日から、２点目は平成３１年１月１日から施行するものでありま

す。  

   続きまして、「議案第５９号、三郷町心身障害者医療費助成条例の一部改正に

ついて」であります。  

   本条例の改正につきましても、配偶者控除及び配偶者特別控除の取り扱いが変

更されたことに伴うものであります。  

   内容といたしましては、従来の「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改

めるもので、平成３１年１月１日から施行するものであります。  

   続きまして、「議案第６０号、山辺・県北西部広域環境衛生組合規約の変更に

ついて」であります。  

   本案につきましては、地方自治法第２８６条第１項の規定により、同組合規約

を変更することについて、同法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるも

のであります。  

   内容といたしましては、資源ごみに関する事務に山添村が参加することに伴い、

所要の改正を行うものであります。  

   続きまして、「議案第６１号、平成２９年度三郷中学校建替工事請負変更契約

の締結について」であります。  

   本工事につきましては、６月議会で教室等の空調化に伴う増額変更を行ったと
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ころですが、２月末の竣工に向けて、残土処分量の増加や新通学路の舗装改修の

追加、その他仕上げ工事の仕様の変更等が生じたことから、再度請負変更契約を

締 結 す る も の で 、 現 行 契 約 金 額 ３ ４ 億 １ ， ９ ４ ９ 万 ６ ， ０ ０ ０ 円 に 、 ３ ，

９８５万２，０００円を増額し、変更後の契約金額を３４億５，９３４万８，

０００円とするものであります。  

   続きまして、「議案第６２号、三郷町立野汚水中継ポンプ場の災害復旧事業に

係る建設工事委託に関する協定の一部を変更する協定の締結について」でありま

す。  

   本案につきましては、同施設の災害復旧事業の実施に当たり、入札により、協

定金額が減額となることから、現行の協定金額から１，５４８万円を減額し、変

更後の協定契約を５，９２２万円とするものであります。  

   続きまして、「議案第６３号、財産の取得について」であります。  

   本案につきましては、三郷町消防団第５分団に配備しております消防ポンプ自

動車が、初年度登録から２４年が経過しており、経年劣化が激しくポンプ能力も

低下していることから新たな車両を購入するものであります。  

   今回、７社による指名競争入札の結果、兵庫県三田市テクノパーク２番地の３、  

株 式 会 社 モ リ タ 関 西 支 店 支 店 長 、 合 田 努 を 相 手 方 と し 、 消 費 税 を 含 め １ ，

６９５万６，０００円で財産購入契約を締結するため、議会の議決を求めるもの

であります。  

   最後に、「議案第６４号、三郷駅前自転車等駐車場の指定管理者の指定につい

て」であります。  

   「三郷駅前自転車等駐車場」の管理・運営につきまして、現在、株式会社ホー

プ奈良営業所を、同施設の指定管理者に指定しているところでありますが、その

指定期間が来年３月末をもって満了することとなります。  

   そこで、引き続き、同法人を指定管理者として指定するため、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるものであります。なお、

指定期間は、平成３１年４月１日から平成３４年３月３１日までの３か年とする

ものであります。  

   以上が、本定例会に提案いたしました議案の主な内容であります。  

   慎重審議賜りますようお願い申し上げ、提案説明とさせていただきます。  

議長（山田勝男）  以上で、提案理由の説明を終結します。  
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       〔議案朗読〕  

議長（山田勝男）  日程第２１号、「発議第４号、日米地位協定の抜本的見直しを求

める意見書」を議題とし、事務局に朗読させます。  

議会事務局長補佐（義久  仁）  朗読します。  

   発議第４号、平成３０年１２月７日、三郷町議会議長  山田勝男様。  

   日米地位協定の抜本的見直しを求める意見書。  

   このことについて、別紙のとおり提出いたします。  

   提出者  久保安正。賛成者  神崎静代、南  真紀。  

   日米地位協定は、１９６０年１月に改定された日米安保条約の第６条（基地の

供与）に基づくもので全２８条からなり、その内容は主に次の点です。  

   （１）基地の提供  米軍は日本全土に基地を置くことができ、移動のため日本

中の陸海路、空域を使用できる。  

   （２）基地の管理  米軍は提供された基地を排他的に管理し、基地内に自由に

施設を建設し、どのような部隊も配属できる  

   （３）米軍・軍属の特権的地位  国内で米兵や軍属が犯罪や事故を起こした場

合、「公務中」は米側が第一次裁判権を有し、また、納税や高速道路の利用料免

除、旅券なしで出入国可能。  

   全国知事会は、７月に「米軍基地負担に関する提言」を全会一致で採択しまし

た。その中で、日米地位協定について「日米地位協定は、締結以来一度も改定さ

れておらず、補足協定等により運用改善が図られているものの、国内法の適用や

自治体の基地立入権がないなど、我が国にとって、依然として十分とは言えない

現況である」と述べ、国に対して「日米地位協定を抜本的に見直し、航空法や環

境法令などの国内法を原則として米軍にも適用させることや、事件・事故時の自

治体職員の迅速かつ円滑な立入の保障などを明記すること」を求めています。  

   三郷町議会も、国に対して全国知事会と同じ内容の日米地位協定の抜本的な見

直しを求めます。  

   以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。  

   ２０１８年１２月、奈良県三郷町議会。  

   提出先  内閣総理大臣、外務大臣、衆議院議長、参議院議長  

   以上でございます。  

       〔提案理由の説明〕  
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議長（山田勝男）  ただいまの朗読の発議第４号について、提案理由の説明を求めま

す。  

   ２番、久保安正議員。  

２番（久保安正）（登壇）  日米地位協定の抜本的見直しを求める意見書についての

提案理由を述べます。  

   全国知事会の提言は、日米地位協定について、「国内法の適用や自治体の基地

立入権がない」と述べ、国に対して「日米地位協定を抜本的に見直し、航空法や

環境法令などの国内法を原則として米軍にも適用させることや、事件・事故時の

自治体職員の迅速かつ円滑な立入の保障などを明記すること」を求めています。  

   最近も、次のような報道がありました。  

   ２０１６年に、米軍嘉手納基地周辺の浄水場などから、発がん性物質である高

濃度の有機フッ素化合物「ＰＦＯＳ」が検出されたが、アメリカ側は、いまだに

沖縄県の立入調査を拒んでいる。沖縄県の調査では、現在も高濃度のＰＦＯＳが

検出されている。今、開かれている臨時国会で、「米軍は、今もＰＦＯＳを使用

しているのでは。」という指摘に対して、防衛省は、「基地内の消火システムに、

ＰＦＯ Ｓが 含ま れて いるが 、そ れが 交換 された か、 米側 から 回答を 得て いな

い。」と述べて、使用している可能性を否定しなかった。このような報道がなさ

れました。  

   ＰＦＯＳの使用は、国内法で禁止されています。日米地位協定を抜本的に改訂

し、環境法などの国内法を米軍にも適用させ、自治体職員の基地立入権を認めさ

せることは、主権国家として当たり前のことであり、急務でもあります。  

   以上が、提案理由の説明です。  

議長（山田勝男）  以上で、提案理由の説明を終結します。  

       〔議案朗読〕  

議長（山田勝男）  続いて、日程第２２号、「発議第５号、「ふるさと納税」制度の

廃止を求める意見書」を議題とし、事務局に朗読させます。  

議会事務局長補佐（義久  仁）  朗読します。  

   発議第５号、平成３０年１２月７日、三郷町議会議長  山田勝男様。  

   「ふるさと納税」制度の廃止を求める意見書。  

   このことについて、別紙のとおり提出いたします。  

   提出者  久保安正。賛成者  神崎静代、南  真紀。  
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   「地域の活性化」や「寄付文化の定着」を図るなどとして２００８年に創設さ

れた「ふるさと納税」は、２０１５年に寄附上限額の引き上げや手続き簡素化が

行 わ れ た こ と で 、 寄 付 額 が ２ ０ １ ４ 年 度 の ３ ８ ８ 億 円 か ら ２ ０ １ ６ 年 度 の

２８５４億円に急増しました。  

   この制度は、地方自治体に寄付をした場合に、所得に応じた一定額までは、寄

付のほぼ全額が税の還付で戻ってくる仕組みです。郷里への応援、被災地支援な

ど、それ自体としては一定の意味を持っています。  

   しかし、高額所得者に有利な仕組みであり、高価な「返礼品」を用意した自治

体に寄付が集中するとか、寄付額の半分近くが「返礼品」の費用で消えてしまう

とかいった弊害が最近は大きく指摘されるようになっています。  

   三郷町についても、２０１７年度の町への寄付金額２１６万円に対して、他の

自 治 体 へ の 寄 付 金 額 は ４ ５ ５ ９ 万 円 で 、 町 民 税 か ら 税 額 控 除 を 行 っ た 額 は

２２０４万円にもなっています。国が赤字部分をいくらか地方交付税で穴埋めす

るとは言え、三郷町にとっては決して有難い制度ではありません。  

   よって三郷町議会は、国に対して「ふるさと納税」制度を廃止することを求め

ます。  

   以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。  

   ２０１８年１２月、奈良県三郷町議会。  

   提出先  内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、衆議院議長、参議院議長  

   以上でございます。  

       〔提案理由の説明〕  

議長（山田勝男）  ただいまの朗読の発議第５号について、提案理由の説明を求めま

す。  

   ２番、久保安正議員。  

２番（久保安正）（登壇）  「ふるさと納税」制度の廃止を求める意見書について、

提案理由を述べます。  

   平成３０年度、２０１７年度に三郷町民で、三郷町以外の自治体にふるさと納

税をした人は６３９人で、寄附金額は４，５５９万４，６０８円でした。  

   そして、控除された税額は、三郷町民税が２，２０４万１，１９３円、奈良県

民税が１，４６９万４，２６５円で、合計で３，６７３万５，４５８円。実に、

８０％の税が減収となっています。  
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   その上、ふるさと納税をした人は、寄附した自治体から、寄附額の約３割程度

の返礼品をもらえるので、ほとんど自分の腹は痛みません。  

   一方、町民が、国や自治体、特定の公共法人などに寄附する一般的な寄附は

１７人で、寄附金額は１９７万７，８３６円でした。  

   そして、控除された税額は、三郷町民税が９万１，８２１円、奈良県民税は

６万１，２１４円で、合計１５万３，０３５円。税収の減は、８％にすぎません。  

   一般的な寄附については返礼品はないので、寄附した人は９２％が自腹を切っ

ています。  

  また、三郷町以外の自治体の住民で、三郷町に寄附してくれた人は２２１人で、

寄附金額は２１６万円ですが、返礼品などに要した費用が９２万２，７００円で

すので、実際、三郷町に入ったのは１２３万７，３００円です。三郷町は、ふる

さと納税で実入りは数百万円規模の一方で、税収の減は数千万円規模で、単位が

一桁違います。  

   ふるさと納税制度は、本当に奇妙な制度と思います。三郷町にとっても、あり

がたくも何ともない制度ではないでしょうか。ふるさと納税制度の廃止を、国に

求めます。  

   以上、提案理由です。  

議長（山田勝男）  以上で、提案理由の説明を終結します。  

       〔審議日程及び委員会付託〕  

議長（山田勝男）  それでは、審議日程及び委員会付託については、さきの議会運営

委員会において決定されておりますので、これを事務局に朗読させます。  

議会事務局長補佐（義久  仁）  朗読します。（別紙１頁～７頁）  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  お諮りします。ただいま朗読のとおり、それぞれ所管の委員会に

付託の上、審議することにしたいと思います。ご異議ありませんか。  

       （「異議なし」の声あり）  

議長（山田勝男）  異議なしと認めます。したがって、ただいま朗読のとおり、それ

ぞれ所管の委員会に付託の上、審議することに決定しました。  

   暫時休憩します。再開は、１０時４０分。  

       休  憩   午前１０時２２分  

       再  開   午前１０時３９分  
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議長（山田勝男）  休憩を解き、再開します。  

       〔一般質問〕  

議長（山田勝男）  日程第２３、「一般質問」を行います。  

   三郷町議会会議規則（質疑の回数）第５５条、同一議員につき同一の議題につ

いて３回を超えることができないと規定されています。  

   また、（発言時間の制限）第５６条の規定により、質問、答弁合わせて原則

１時間以内と制限します。  

   一般質問の順番については、同規則第６１条第３項の規定により通告順としま

す。  

   それでは、通告順により質問を許します。各位のご協力のもと、運営が円滑に

されますよう、よろしくお願いいたします。  

   それでは、１番、神崎静代議員。一問一答方式で行います。  

１番（神崎静代）（登壇）  それでは、１問目の質問をいたします。  

   ７月から始まった胃内視鏡検診についてです。  

   ２０１５年６月に厚生労働省は、がん検診のあり方に関する検討会を開催し、

がん検診のあり方について見直しが行われました。その結果、２０１６年２月

４日付で、がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針が出されました。  

   これを受けて、三郷町では今年７月から胃検診に内視鏡を追加し、５０歳以上

７０歳未満は自己負担５，０００円、７０歳以上は無料で受診できるようになり

ました。内視鏡検診が始まって、日がまだ浅いですけれども、申し込みが多いと

聞いています。現状について、お答えください。  

   それと、自己負担額についてですが、厚生労働省の調査によると、全国平均は

３，１１６円です。近隣の斑鳩町は３，０００円、王寺町は１，８００円です。

三郷町は７０歳以上は無料ということもありますが、さらに受診しやすくするた

めに、５０歳以上７０歳未満の５，０００円を、もう少し引き下げることはでき

ませんか。  

   また、内視鏡検査は、ピロリ菌の検査にも有効だと言われています。ピロリ菌

は、人の胃の中にすみつき、慢性胃炎、胃潰瘍、十二指腸潰瘍、胃がんなどの原

因になると言われています。日本人のピロリ菌感染者は、およそ３，５００万人

と言われており、特に５０歳以上の人で感染している割合が高いとされています。

ピロリ菌を除菌すれば、さっき述べたいろいろな病気になるリスクが減ります。
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ピロリ菌検査について、町はどのような考えを持っていますか、お答えください。  

議長（山田勝男）  大西住民福祉部長。  

住民福祉部長（大西孝浩）（登壇）  それでは、神崎議員の１問目のご質問にお答え

させていただきたいと思います。  

   国は、平成２８年２月に、がんの予防及び早期発見の推進を図ることにより、

がんの死亡率を減少させることを目的として策定している「がん予防重点健康教

育及びがん検診実施のための指針」の一部改正を行いました。  

   その改正内容の中で、胃がん検診の検査方法として「エックス線検査または内

視鏡検査のいずれか」とされ、内視鏡検査による対象者と実施回数が「５０歳以

上で２年に１回」となり、内視鏡検査が新たに対策型胃がん検診の検査方法とし

て推奨されました。  

   そのことを受け、奈良県では平成２９年４月１日に「奈良県胃がん検診（胃内

視鏡検診）実施要領」を施行し、本町では本年７月から５０歳以上の方を対象に

胃内視鏡検査を実施いたしました。  

   議員ご質問の 本年度の内視鏡検査 の現状につきまして は、 １１月末現在で

９７名 の方 が申 し込 みされ 、そ のう ち５ ０歳代 は７ 名、 ６０ 歳代が １７ 名、

７０歳以上の方が７３名となっております。  

   なお、検査費用につきましては、７０歳未満の方の自己負担額は、子宮がん検

診や乳 がん 検診 と同 様に、 内視 鏡検 査に 係る費 用の 約 ３ 割の 金額で ある ５，

０００円とし、７０歳以上の方につきましては、他のがん検診と同様、無料とさ

せていただいておりますので、一定のルールのもと負担額を決定いたしておりま

すので、現行での変更は考えておりません。  

   次に、内視鏡検査がピロリ菌の検査に有効かということについては、ピロリ菌

感染による萎縮性胃炎が進むと胃がんのリスクが高くなりますが、ピロリ菌除去

により胃がんのリスクが３０から４０％低下するというエビデンス（科学的根

拠）が出されており、ピロリ菌感染による萎縮性胃炎の確定診断には、内視鏡検

査が不可欠であることからもその有効性はあると考えております。  

   そういったことから、今後も引き続き内視鏡検査の受診を進めていきたいと考

えております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  
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１番（神崎静代）（登壇）  病気の予防に力を入れて町民が元気に過ごすということ

は、医療費の減少にもつながります。以前はがんといえば、もう助からない、だ

めだと思われていましたけれども、今は早期に発見すれば助かるようになりまし

た。  

   三郷町では、いろいろな検診を受けるように啓発もされておりますけれども、

奈良県の中の市町村のがん検診受診率ですけれども、上牧町は男性が５６．０８、

女性が５７．１４と、近隣では非常に高い数値、検診受診率になっております。

三郷町は男性のほうは５３．３３で、県の平均を上回っていますけれども、女性

は３７．０４と、かなり低い数値になっています。ですから、無料になる７０歳

以上の人の受診率がやっぱり高いっていうのは、費用が安いということもあると

思いますので、一定のルールに従って自己負担額を決めておられると、今、聞き

ましたけれども、がんの予防とかいうことに関して、やっぱり検診の受診率を向

上させるということがすごい大事だと思いますので、そういったことも含めて受

診率を向上させるために、一層努力していただきたいと思いますので、それを要

望して質問を終わります。  

議長（山田勝男）  １問目の質問は終了いたしました。  

   続きまして、２問目の質問に移ります。  

   １番、神崎静代議員。  

１番（神崎静代）（登壇）  それでは、２問目に移ります。地産地消のさらなる推進

をということで質問します。  

   三郷町では教育ファーム実践事業として、小学校の４年生、５年生がタマネギ

を生育し、給食材料として活用しています。また、のどか村や農業委員会の協力

のもと地産地消を推進するため、大根、キャベツ、白菜、黒豆などが供給されて

います。  

   地産地消をさらに推進し、農業振興にもつながるということから、地元野菜を

学校給食に、今以上、供給することは考えられませんかということですけれども、

今年度、元気な農業づくり応援として、ＮＰＯ法人「ＣＡＰ３５」が立ち上がり

ました。これは、耕作放棄地の再生や農業の担い手の確保、女性・高齢者等の雇

用促進など、農における課題の解消や、農業を主体とした地域活性化に向けた取

り組みに対して支援をするものですが、この事業がうまくいくためにも、つくっ

た野菜などの供給先があるということが大事な点だと思います。  
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   この事業の現在の進捗状況と、このＮＰＯ法人「ＣＡＰ３５」などの協力のも

と、地元野菜を今以上に学校給食に供給するということについて、町はどのよう

に考えておられますか、お聞かせください。  

議長（山田勝男）  西村環境整備部長。  

環境整備部長（西村敦司）（登壇）  それでは、神崎議員の２問目のご質問にお答え

いたします。  

   まず、ＮＰＯ法人農業振興センター「ＣＡＰ３５」の設立に向けての進捗状況

から回答させていただきます。  

   ＮＰＯ法人の 設立要件であります 役員、監事、会員が 決定し、去る１０月

１９日に開催された設立総会において、設立の趣旨、定款、事業計画、活動予算、

役員等々について承認されました。  

   現在、県への設立申請を行っており、今後、縦覧期間、認証審査期間を経て、

認証が決定されましたら、登記申請へと手続を進めていくことになります。遅く

とも２月中の設立を見込んでおり、４月より本格的に活動が開始できるものと思

っております。  

   このＮＰＯ法人につきましては、ご質問にありますとおり、農業による地域活

性化、新規就農者や担い手の確保、また、ＣＣＲＣによる移住者の雇用の受け皿、

ほかにも高齢者に活躍の場を提供することなどの役割を担っております。  

   このことは、町が推進している施策の実現に大きくかかわることになることか

ら、平成２９年度には、旧の給食センターの車庫を改修し農業振興の拠点となる

施設を整備し、今年度には、事務機器やＯＡ機器等の備品を充実させ、事務所と

してすぐに機能できる体制を整えたところでございます。  

   また、農における課題の解決や雇用に関する施策を官民協働で推進するという

観点から、今年度「元気な農業づくり応援事業補助金」を創設いたしました。  

   ＮＰＯ法人設立の際には、その活動・運営に要する経費に対して補助を行い、

取り組みに対して応援してまいりたいと考えております。  

   次に、学校給食へのさらなる地元野菜の供給につきましては、農業振興、地産

地消を推進する方向からも、ぜひとも実現できればと思っているところでござい

ます。  

   しかしながら、現在、町内の状況を見てみますと、のどか村以外で学校給食に

供給できるほど野菜を生産している農家がおられない実情がございます。  
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   そこで、ＮＰＯ法人「ＣＡＰ３５」に期待するところではございますが、これ

からのスタートであり、作付の種類や確保可能な農地の規模等、未知数な部分も

多く、当面はできることから徐々に活動を開始されることになると思われます。  

   生産者の立場から考えますと、学校給食への供給は安定した収益につながるた

め、魅力あるマーケットであろうと思います。  

   「ＣＡＰ３５」におかれては、早く事業を軌道に乗せ、補助金に頼らない自立

した運営を確立し、学校給食への供給にも取り組んでいただけるよう、町も引き

続き支援してまいりたいと考えております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  ２問目の質問は終了しました。  

   １番、神崎静代議員の質問は、以上をもって終結いたします。  

   それでは、２番、久保安正議員。一問一答方式で行います。  

２番（久保安正）（登壇）  町の水道用水の県水一本化と県がすすめる県域水道一体

化について質問いたします。  

   昨年の１２月定例議会で、町の水道用水について、水道事業基本計画にも示さ

れてきた、これまでの自己水と県水の２本立てを変更して、２０１９年度、平成

３１年度から県水に一本化するとの新たな方針が示されました。  

   三郷町が水道用水を自己水と県水の２本立てにする方針をとってきたのは、

１つには、２系列を有することによって、地震などの大災害時の施設破損のリス

クの軽減を図る。もう一つは、県水１００％より給水原価が安くなるというのが

主な理由でした。  

   県水一本化した場合、２系列から１系列にすることによるリスクの増はないの

か。また、受水費の増で給水原価は高くなるが、県水の単価について、受水して

いる市町村と県との交渉の場はあるのか。また、県の言いなりの単価になるおそ

れはないのか。  

   以上、３点についてお答えをお願いいたします。  

   ところで奈良県は、奈良モデルとして平成２３年１２月に「県域水道ビジョ

ン」を策定し、その後、平成２９年１０月には「県域水道一体化の目指す姿と方

向性」を示しました。  

   これによりますと、県は平成３８年度を目標に、県内２８市町村と県とで企業

団を設立して、上水道の経営統合を図る県域水道一体化を目指すとしています。
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三郷町の県水一本化も、県のこの方針に沿ったものでもあります。さらに、経営

統合した後１０年以内に、水道料金統一を含む上水道の事業統合を最終形とし、

その段階での経営母体は企業団に固定はしない、このように述べております。  

   県は、これまでの県議会で「ＰＰＰ、ＰＦＩのみならず、運営権を民間事業者

に委託するコンセッション方式も検討する」などと答弁しており、水道事業の民

間委託を視野に入れていることが伺えます。  

   今、申し上げました「ＰＰＰ」というのは、パブリック・プライベート・パー

トナーシップ（公民連携）、資金面で官と民が提携するという方式であります。

「ＰＦＩ」は、プライベート・ファイナンシャル・イニシアチブで、民間事業者

が施設を設計・建設し、さらにその施設の運営を、長期間包括的に実施する民設

民営方式であります。コンセッション方式は、施設の所有権は自治体に残しなが

ら、運営権を民間企業に売却する方式であります。  

   町は、県の県域水道一体化構想について、また、水道事業の民間委託について

どのように考えているのか、お答えをお願いいたします。  

議長（山田勝男）  酒田水道部長。  

水道部長（酒田昌和）（登壇）  失礼します。それでは、久保議員の１問目のご質問

について、お答えをしてまいりたいというふうに思っております。  

   三郷町では、昨年１２月定例会におきまして、平成３１年度から県水１００％

受水を表明するとともに、あわせて県域水道一体化に賛同する旨の説明をいたし

ました。  

   県水１００％へ至る経過といたしましては、自己水である「とっくり湖」「大

門ダム」の水質の悪化が、ここ数年特に著しくなってきており、平成２７年度か

らカビ臭の苦情が多発してきました。また、平成２９年１０月２２日に発生いた

しました豪雨災害の教訓から、とっくり湖の防災調整池として機能を果たすため、

水位を下げる対策をとったことが、１つの要因であると考えております。  

   議員ご質問のとおり、平成２６年度に策定した「水道事業基本計画」では、県

水と自己水の２系列を確保することにより、災害時の施設破損等によるリスクの

軽減を図るとともに、自己水による安価な水の供給を考えておりました。  

   しかしながら、とっくり湖・大門ダムの水質悪化や、災害対策としての水位を

調整することで、水源地として維持することができなくなってまいりました。あ

わせて、県水１００％にすることで、浄水施設や取水施設を更新する必要がなく
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なり、将来にわたって住民負担の軽減を図ることが可能となったところでありま

す。  

   議員ご質問は、そのような中で、県水１００％受水による、災害時のリスクや

給水単価への影響のおそれはないのかということでありますが、まず、災害時の

リスクについては、県水送水管は耐震性のある強固なもので安全性が図られてい

ます。  

   また、県水の送水ルートは２系統が確保されており、１つ目が、桜井浄水場か

ら高低差による自然流下で送水されるルート、そしてもう１つが、御所浄水場か

ら平群の調整池を経由して送水されるルートであります。万が一、どちらかの送

水ルートが遮断されたとしても、どちらか一方の送水ルートが機能するものであ

ると考えております。  

   これまで、町内での２本立てでのリスク軽減としていたものを、県水２系統に

よるリスク軽減とした上で、三郷町の水道水確保をしていきたいと考えておりま

す。  

   次に、県水の単価設定に対する県との交渉の場があるのか、また、県の言いな

りの単価になるおそれはないのかというご質問でありますが、現在、県営水道と

受水事業者相互の連絡調整を図るための組織として、２４市町村が加盟する「奈

良県営水道受水協議会」が組織されています。  

   先般１０月２９日に、この協議会の幹事会におきまして、「この組織を県水一

体化についての検討・協議の場として位置づける」というふうに決定をされたと

ころであります。県水単価や単価改正のタイミングなど、さまざまな問題につい

て、受水事業者が議論を重ね、県水一体化構想に提言をしてまいります。決して

県の言いなりではなく、県水道局も受水協議会の意見を反映していきたいという

ふうに回答していたところであります。  

   次に、将来に経営統合後から事業統合へと進んだ場合の運営形態・委託形態の

あり方についてでありますが、ＰＰＰ・ＰＦＩ・コンセッション方式の議論が進

められている中、本日、奈良新聞に記載されておりましたが、昨日の県議会にお

いて荒井知事は、水道事業運営の民営化は考えていないとした上で、県域水道の

一本化施策をさらに進めていくと答弁されたようであります。  

   最後に、三郷町水道事業は将来のあり方を見据えた上で、市町村域にとらわれ

ない県域全体で、水源・施設の統廃合・人材技術力の確保・緊急時体制の強化等、
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水道事業の基盤強化を図る「県域水道一体化」に参画してまいります。現時点で

は、「県域水道一体化検討会」において議論を重ねているところであります。県

水単価の問題・運営形態の問題など、県域水道一体化の一員として注視してまい

ります。安心で安全な水を、継続的かつ安定的に供給できるよう、三郷町水道事

業運営に努めてまいります。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

２番（久保安正）（登壇）  今、部長から答弁いただきました。  

   水道法は第１条の目的で、清浄にして豊富廉価な水の供給を図り、公衆衛生の

向上と生活環境の改善に寄与する。第２条の責務では、国及び地方公共団体は、

水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠くことができないもの

であり、かつ、水が貴重な資源であることにかんがみ、水源及び水道施設並びに

これらの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合理的な使用に関し必要な施策を講

じなければならない、このように述べています。これらのことをもとに、意見を

述べさせていただきます。  

   まず、自己水はやめて県水一本化になるが、三郷町は県水が２系統あり、大災

害でのリスク増は軽減されるという答弁でした。私も、それはそのとおりだとい

うふうに思います。  

   ただ、県の計画では県営水道エリアでは、上水道を奈良市の緑が丘、それから

御所、桜井の３か所に集約することになっており、３か所の浄水場は奈良盆地の

ふちにあり、長距離の送水管を布設することになります。  

   ご承知のように、奈良盆地周辺は多くの活断層があり、巨大地震時に活断層が

連動することも想定されています。そのときに、浄水場を３か所に集約し、長距

離の送水管で送水することは危険で、事故があったときの断水時間が長引く可能

性もあるのではないでしょうか。  

   ２つ目の、県水一本化で町の水道事業の給水原価は大きく上がるわけですが、

県水単価について県と受水市町村との新たな交渉の場をつくったということは、

評価をするものであります。  

   ただ、交渉において、供給側が独占状態になれば最後は供給側が強いのも、こ

れも世間の常識であります。  

   次に、県が奈良モデルとして進める広域化とその後の民営化についてです。荒
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井知事は平成２８年１２月２０日に国会で講演をしています。テーマは「奈良県

のＰＰＰ・ＰＦＩ事業の取り組み、知恵と工夫、論より証拠の地方創生」という

テーマであります。  

   その中で、県域水道ファシリティーマネジメントというところで、効果、今後

の展開として、「水源を１００％県営水道に転換。市町村が浄水場等の施設更新

費用を節約。県営水道の販売量の増加。さらなる事業効率化のためのＰＰＰ・Ｐ

ＦＩやコンセッション方式を検討。」このように述べています。  

   水源１００％県水に転換、上水道施設更新費を節約は、三郷町でもこれから実

施されようとしております。次の、県営水道の販売量の増加についてです。  

   県は、県営水 道エリアで今の全体 の年間給水量１億４ ，５４０万立米が、

２０５０年の将来予測では１億１，０００万立米と、２５％減になると推計をし

ております。県水は、今の給水量１億４，５４０万立米のうち７，７３５万立米

で５３％を占めていますが、県と市町村の給水割合が２０５０年も今と同率なら

ば、県水は６，０２０万立米となり、１，７１５万立米の減となります。  

   しかし、県営水道エリアで奈良市以外の市町村を県水１００％に転換させれば、

県水は８，１３０万立米で県水の割合が７４％を占めることになり、今の給水量

より３９５万立米の増に転じることになります。つまり、将来の水需要が減少す

ることにより、県営水道の収支が大幅に悪化することが予想されるわけです。  

   そこで、市町村の浄水場を廃止して県水の供給量を確保し、県営水道の収支の

悪化を食いとめる。私はこれが、県が県域水道一体化を推し進める背景にある狙

いの１つだと思っています。ちなみに、県水の供給源の１つである大滝ダムの利

水容量は使い切れないほど大きく、県は事業費３，４６０億円のうちの県の負担

金６０６億円の償還と、維持管理費の１０％を負担し続けなければなりません。

県域水道一体化を進めることで、県はあり余る水とダムの経費を、県内の自治体

に負担してもらおうとしているのではないでしょうか。  

   最後に民間活用、コンセッション方式です。先ほど部長からもありましたけど

も、昨日の県議会で荒井知事は、民営化はしないと表明したそうです。荒井知事

の、先ほど申し上げた国会での講演の内容からして、県が水道事業について広域

化で経営統合・事業統合をして、事業規模を年間数百億円にした上で、コンセッ

ション方式で民営化するのを最終目標にしていたことは明らかでした。  

   しかし、世界では水道事業は民営化の失敗から、再公営化への動きが加速して
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います 。２ ００ ０年 からの １ ５ 年間 で再 公営化 した 水道 事業 は、３ ７か 国、

２３５事業にも上ると言われています。その中にはフランスのパリ、ドイツのベ

ルリン、イギリスのロンドンも含まれております。  

   今、開かれている臨時国会の水道法改定案の国会審議の中で、政府はコンセッ

ション方式について、水道施設の所有は自治体にあり、厚生労働大臣が実施方針

や契約を確認するので監視は可能だと、繰り返し答弁しました。しかし、海外の

事例では企業秘密が情報公開の壁となり、利益や株主配当など経営の詳細を公的

機関がつかめなかったことも、民営化破綻の１つの要因となったと言われており

ます。また、コンセッション方式では、民間企業との長期契約を結ぶことになり、

契約途中で自治体が再び公営に戻す決断をしたとしても、多額の違約金や訴訟リ

スクが地方自治体に重くのしかかります。  

   実際に、ベルリン市では民営化したあと料金値上げという事態に直面し、民間

企業に料金値上げをやめるよう要請したものの、民間企業が要請に応じなかった

ため再公営化を決めました。しかし、契約途中打ち切りということで、多額の違

約金が発生し、再公営化の大きな障害となったと言われております。水道事業に

おけるコンセッション方式などの民営化は、世界では問題ありの時代おくれの流

れとなっております。  

   水道は、生活と健康に欠かせない、まさに生存権に直結する命の水にほかなり

ません。国と自治体が責任を持って、直接運営しなければなりません。国民の貴

重な財産である水道インフラは、市町村主体で健全な運営が可能となる道こそ目

指すべきであります。国や県は、現在の水道が抱える問題の解決のために、過大

な需要を見込んだダム開発などは中止して、人員の確保や施設更新のための必要

な財政支援にこそ取り組むべきだと思います。  

   以上です。  

議長（山田勝男）  １問目の質問は終了しました。  

   続きまして、２問目の質問に移ります。  

   ２番、久保安正議員。  

２番（久保安正）（登壇）  広域での新焼却炉建設について質問いたします。  

   三郷町も参加する広域による新しい焼却炉の建設が、平成２８年４月に「山

辺・県北西部広域環境衛生組合」が設立されて始められ、平成３６年２月の運転

開始を目指して進められています。  
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   組合はこの間、平成２９年３月に「新ごみ処理施設基本計画書」策定し、その

後、有識者を呼び、地元住民等から構成される「新ごみ処理施設整備検討委員

会」において、新施設の基本仕様（施設規模、環境保全基準、煙突高さ等）を取

りまと め、 平成 ３０ 年３月 に組 合に 答申 が出さ れて いま す。 また、 同じ 平成

３０年３月には「新ごみ処理施設整備及び運営・維持管理事業に係る事業方式検

討報告書」が作成され、その中で事業方式は公営公設方式ではなくて、公設民営

方式の１種であるＤＢＯ（デザイン・ビルド・オペレート）方式を導入すること

が望ましいとされています。  

   基本計画書、基本仕様、報告書の主な内容はどういうものですか。お答えをお

願いいたします。  

   また、ＤＢＯ方式を採用する根拠として、現在価値換算後のＶＦＭ（バリュー

フォーマネー）の算定結果が公設公営方式と比較して、財政支出を４．０７％削

減期待できることを大きな要因としていますが、これは、設計・建設と運営・維

持管理費について、ＤＢＯ方式では公設公営方式に対する削減期待値を１０％に

設定していることに起因しています。１０％の削減期待値は、どのようにして担

保されるのか、お答えをお願いいたします。  

議長（山田勝男）  西村環境整備部長。  

環境整備部長（西村敦司）（登壇）  それでは、久保議員の２問目のご質問にお答え

してまいります。  

   まず、基本計画書及び施設整備検討委員会報告書の主な内容でございますが、

基本計画は１０市町村による広域処理を行う中で、長期的な展望のもと、ごみ処

理に係る効率性及び技術的な安定性への対応を考慮した新焼却施設に必要な基本

的な事項を、次のとおり取りまとめたものです。  

   ごみ処理の現状及び施設整備条件等を整理し、施設整備の基本方針の設定や施

設整備の基本的事項として、稼働年数、施設規模、計画ごみ質、ごみ処理方式等、

また、環境保全対策として、排ガスの自主基準値、排水等、そして余熱利用、耐

震対策、プラント設備・土木建築及び事業方式等をまとめています。  

   また、学識経験者、地域住民代表及び公募市民で構成された施設整備検討委員

会では、基本計画の７つの基本方針に基づく施設を整備するに当たり、新施設の

基本仕様として、施設規模、計画ごみ質、処理方式、環境保全基準、煙突の高さ

及び耐震安全性等について取りまとめ、「新ごみ処理施設整備に関する基本仕様
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書」として平成３０年３月に答申をいただきました。  

   次に、事業方式検討報告書では、事業方式はＤＢＯ方式の導入が望ましいと報

告されています。これは、ＤＢＯ方式を採用する根拠として、ＶＦＭを算定した

結果を反映しているものでございますが、ご質問にございますように、ＤＢＯ方

式のほうが、公設公営方式に対して財政支出が４．０７％削減期待できるとなっ

ており、これは、削減期待値を１０％に設定していることによるものでございま

す。  

   その理由は、設計・建設費では、ＤＢＯ方式やＰＦＩ方式では、設計・建設と

運営・維持管理業務を一体的に発注するため、民間事業者は独自の創意工夫やノ

ウハウを発揮することが可能となってまいります。  

   また、運営・維持管理経費では、公設で長期包括運営業務委託方式・ＤＢＯ方

式・ＰＦＩ方式では、長期的に委託契約するものであるため、民間事業者はみず

からのノウハウに基づき、適正処理に必要な立案、予算化、入札及び業務管理な

ど、長期運用の視点に立った運転・維持管理技術の活用を可能とし、業務の合理

化・効率化を発揮することができることが挙げられます。  

   さらに、ＶＦＭの算出は「事業発注前のＶＦＭ」と「落札後のＶＦＭ」がござ

いますが、一般的に「落札者決定後」のほうが値は高くなってくるようでござい

ます。ただ、これを理由に、削減期待値を過大に設定することは、予定価格の過

少化につながってまいります。  

   また、参考といたしまして、「事業発注前のＶＦＭ」事例、５５件を見てみま

すと、おおむね４％から１８％の範囲、平均９．３％となっていることも考慮し、

用いる削減期待値は、「設計・建設費」「運営・維持管理費」とも１０％と設定

されたものであります。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

２番（久保安正）（登壇）  今、部長から答弁いただいたんですけど、率直に申し上

げまして、大変難しい。よくわからないというのが、正直なところです。  

   ところが、この組合のほうでは当然ですけど、平成３６年の稼働に向けて着々

と準備が進められております。先ほども出ましたけども、ＤＢＯ方式で行うとい

うことで、既にこれを進めるためのコンサルの入札も、既にもう終わって事業者

も選定されております。要するに丸投げ、民間でやるという方式です。  
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   そこで、ちょっと具体的にお聞きします。まず、ここのところの焼却炉の建設

の実績で、公営公設方式とＤＢＯ方式、この２つの方式がほとんどだと思うんで

すけども、公設公営方式の採用率がどのくらいか、ＤＢＯ方式の採用率はどのく

らいか、まずお答えをいただきます。  

   ２つ目が、ＤＢＯ方式で新しい焼却炉を建設するというふうにして進められて

おるん です けど 、 運 営・維 持管 理に つい ては事 業期 間を ２５ 年間、 要す るに

２５年間分を１回で、最初で全部契約するわけです。というふうになっておりま

すけども、この事業期間を２５年間としている根拠は何ですか。これまでの実績

としては、２５年間という長期はほとんどないのではないでしょうか。  

   ３つ目です。事業期間を２５年間、運営・維持管理の期間を２５年間というふ

うにすると、運営・維持管理費については、リスクの見方が大きくなる可能性が

あるのではないですか。例えば数年間でしたら今のもろもろの、例えば人件費も

ろもろ見ながらできます。数年間でしたらね、一定できますけど、２５年先まで

見て契約するわけですから、２５年先のことも見通してやらなきゃいけなくなる。

そうすると、リスクを高く見ていくのが常識だというふうに、私は思うのですけ

ども、そのリスクの見方が大きくなる可能性はないのですか。  

   ４点目は、事業期間を２５年間とした公設公営方式では、総事業費は幾らにな

っていますか。ＤＢＯ方式では、事業総額は幾らになっていますか。その差はど

のくらいありますか、お答えをお願いいたします。  

議長（山田勝男）  西村環境整備部長。  

環境整備部長（西村敦司）（登壇）  久保議員の再質問にお答えしてまいります。  

   ４点のご質問をいただきました。  

   まず、１点目の事業方式の導入実績でございますが、過去１０年間の状況を見

てみますと、公設公営方式で３１％、ＤＢＯ方式で６１％という状況になってお

ります。  

   ２点目、委託期間２５年間の根拠と、３点目のリスク負担の件につきましてで

ございます。  

   導入実績を見てみますと、確かにご紹介いただきましたように、２０年間の運

転管理が大半を占めているところでございます。今回、組合が示した事業方式検

討報告書におきまして、予定ではありますが、運営・維持管理期間は２５年間と

なっているところです。期間の設定及びリスク負担への影響について、回答は持
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ち合わせておりませんので、組合事務局に確認いたしまして、機会をいただいて

報告させていただきたいと思います。  

   ４点目の事業総額でございます。  

   公設公営方式、先ほどから出てきてますけども、これは公共が財源確保から施

設の設 計、 建設 、運 営等の 全て を行 う方 式でご ざい ます 。こ れの事 業総 額は

４６０億３，３１７万７，０００円と見込んでおります。  

   次に、ＤＢＯ方式、これは公設民営方式の１種でございまして、公共が資金を

調達し、施設の設計、建設、運営等を民間事業者に包括的に委託する方式でござ

います。これの事業総額は４２６億１，１００万７，０００円と見込まれており

ます。  

   その差額でございますが３４億２，２１７万円となっております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再々質問を許します。  

２番（久保安正）（登壇）  答弁を部長からいただきました。  

   ＤＢＯ方式で事業期間を２５年間としていること。大体主力は、今先ほど部長

からありましたけど１５年、２０年が大体主力。今までの実績では、１５年とか

２０年が主力かというふうに思います。これについてと、それからその２５年間

にすることによって、リスクは大きく見られるのではないかというふうなことに

ついて、回答は持ち合わせてないということで、これからということでしたけど、

部長に大変申しわけないですけど、実はこの点について、私は昨日とか一昨日と

かではなくて、一週間、１０日ぐらい前ですかね、実はお願いをしているんです

けど、組合から多分、返事が返ってきてないというのが実態かというふうに思い

ます。こういうことが、組合は即座に返しておかなければいけない、返事を。と

いうふうに、まず、回答について思います。意見を言っておきます。  

   この新しい焼却炉の建設ですけども、三郷町の焼却炉も耐用年数というんです

か、出てきてもいずれにしてもつくりかえなきゃ、新しい焼却炉をつくらなきゃ

いけないわけですけども、この新しい焼却炉をつくるに当たり、三郷町などのこ

ういう規模が小さい自治体の焼却炉には、国は補助金を出しません。したがって、

広域で規模を大きくして、国の補助対象にせざるを得ません。別に、三郷町が最

初から広域化にいくんじゃなくて、自分とこで単独では国の補助ももらえないか

ら、やむを得ず広域化に参加せざるを得ないということかと思います。  
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   奈良県も、奈良モデルと称して補助金を出して、広域化を国と一緒になって後

押しをします。そして、焼却炉の建設、運営、維持管理など事業総額を数百億円

規模にする。先ほどもありましたけども、私たちが広域化に参加する焼却炉も

４００億円です、今のところの試算で。実際、建設するのはもっと後になります

から、今、建設費がどんどん上がってますから、もっとふえる可能性もあるわけ

です。こういうふうに数百億円規模にしたところで、既に私たちのこの新しい焼

却炉建設は決まってるんですけど。ＤＢＯ方式、要するに民間丸投げです。ご承

知のように、一般廃棄物の処理は、法で自治体が担うことになっており、原資は

全て税で賄われます。公設公営が原則です。  

   先ほど部長から答弁いただきましたけども、最近のごみ処理施設建設の、新し

いごみ処理施設建設の事業方式でも、公設公営が３０％あります。にもかかわら

ず、なぜ公設公営ではなくＤＢＯを採用するのかなど、について私たちの理解や

住民の間でほとんど議論をすることなく、事業はどんどん進められています。果

たしてこれでいいのでしょうか。  

議長（山田勝男）  ２問目の質問は終了しました。  

   ２番、久保安正議員の質問は、以上をもって終結いたします。  

   それでは、３番、南真紀議員。一問一答方式で行います。  

３番（南  真紀）（登壇）  「ふるさと納税制度の廃止を国に求める考えは」という

ことについて、一般質問させていただきます。  

   ２００８年（平成２０年）に創設された「ふるさと納税」は、２０１５年（平

成２７年）に寄附上限額の引き上げや手続の簡素化が行われたことで、全国的に

寄附額が急増しました。  

   三郷町で、三郷町以外の自治体に寄附した人は、制度が変わる前の平成２６年

度は２８人で、町民税の控除額は４７万６，２７２円でしたが、平成３０年度は

６３９人で、町民税の控除額は２，２０４万１，１９３円、４６倍にも急増しま

した。  

   その一方で、三郷町民以外の人で、三郷町に寄附した人は、平成２６年度は

１３７件で、寄附金額は１３２万８，０００円でした。しかし、平成２９年度は

２２１件で、寄附金額は２１６万円となっており、１．６倍の増にとどまってい

ます。平成３０年度で見ると、２１６万円の寄附に対して、町民税の控除は２，

２０４万１，１９３円で、１，９８８万１，１９３円の町民税が失われたことに
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なります。  

   ところで、ふるさと納税制度は自分が住んでいる自治体以外の自治体に寄附を

した場合に、所得に応じた一定額までは、寄附のほぼ全額が税金の還付で戻って

くる仕組みで、ふるさとへの応援、被災地支援など、それ自体としては一定の意

義を持っています。しかし、高額所得者に有利な仕組みであり、最近では、高価

な返礼品を用意した自治体に寄附が集中するとか、寄附額の半分くらいが返礼品

の費用で消えてしまうとかいった弊害が大きく取り上げられています。総務省も、

その対策に乗り出さざるを得なくなっています。  

   平成２５年度から平成３０年度のふるさと納税について調べたところ、三郷町

への寄附金の合計は６５９万８，０００円です。これに対して、三郷町民で三郷

町以外の自治体に寄附をして、三郷町税を控除してもらった金額の合計は４，

９７０万３，８０１円です。ふるさと納税で三郷町は、この６年間での差し引き

金額は４，３１０万５，８０１円も、町民税を失ったことになります。三郷町に

とっては、返礼品として地場産品を活用して、地場産業の振興に資したとはいえ、

ふるさと納税制度は、ほとんど何のありがたみもない制度だと言わざるを得ない

のではないでしょうか。国に対して、町村会などを通じて、ふるさと納税制度の

廃止を求める考えはありませんか。よろしくお願いいたします。  

議長（山田勝男）  加地総務部長。  

総務部長（加地義之）（登壇）  失礼いたします。それでは、南議員の１問目のご質

問にお答えさせていただきます。  

   ふるさと納税制度について、国としては、ふるさとや地方団体のさまざまな取

り組みを応援する納税者の気持ちを橋渡しし、支え合う仕組みであるとともに、

地方団体がみずから財源を確保し、さまざまな施策を実現するために有効な手段

であり、人口減少が深刻化する中で、地域資源を最大限活用し、地域経済を再生

させていく上で、重要な役割を果たす制度だと位置づけております。  

   また、ふるさ と納税の全国的な推 移を見てみますと、 制度導入当初の平成

２０年度は、受入額が約８１億円で、受入件数は約５万４，０００件でありまし

たが、 平成 ２９ 年度 には、 受入 額は 約 ３ ，６５ ３億 円に 、受 入件数 も約 １，

７３０万件に上っております。その背景には、一部の団体において、高額な返礼

品を初め、ふるさと納税の趣旨に反するような返礼品が送付され、結果として返

礼品ブームが急拡大し、自治体間の競争が過熱した現状があります。  
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   これらの状況を踏まえ、平成２９年４月には、総務省より「ふるさと納税に係

る返礼品の送付等について」が発出され、制度の趣旨に沿った責任と良識のある

対応を求められました。その後、全国町村会におきましても、ふるさと納税制度

を健全に発展させ、真に地方創生等につながる仕組みとして活用していくため、

総務大臣通知に沿って、責任と良識のある対応をしていくことを申し合わせてい

るところであります。  

   本町におきましては、平成２６年８月より、ふるさと納税制度を開始し、現状

は、議員ご指摘のとおり、寄附額を町民税の控除額が上回っている現状であり、

本町にとって有利な状況ではありませんが、控除額に対し、地方交付税の算定に

おいて、一部措置されているところでもあります。  

   また、今後におきましても、本町を知っていただける絶好の機会と捉え、町民

へのアピールを充実させ、返礼品の見直しや、寄附金の使途とその成果を情報発

信する等、制度本来の趣旨に沿った形で継続していきたいと考えておりますので、

制度廃止を求める考えはございません。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

３番（南  真紀）（登壇）  再質問させていただきます。  

   昨年、２０１７年（平成２９年）の１１月２日に、私たち三郷町議会議員全員

で聞きにいきました、奈良県町村議会議長会の議員研修で講師に立たれた早稲田

大学の教授が片山善博さん、元鳥取県知事が２０１６年の北陸中日新聞、１２月

２日付の新聞で言っていた記事を、ちょっとここで読ませていただきたいと思い

ます。  

   知人から先日、「そろそろ年末が近くなったので、今年分のふるさと納税を申

し込む。」と聞かされた。「来年納める税金が安くなるし、年末には山海の珍味

が届く。こんなおいしい制度を利用しない手はない。」と言う。  

   総務省のホームページによると、年収７００万円の給与所得者で、扶養家族が

配偶者のみの人が、ふるさとなどの自治体に３万円寄附すると、本来その人が今

住んでいる住所地の自治体に納めるべき住民税などが２万８，０００円控除され

る。より所得の高い人が１０万円寄附すると、９万８，０００円控除される。

２０万円なら１９万８，０００円控除される。たった２，０００円の負担で寄附

できる。しかも、自治体の多くが、寄附を受けた額の４割、５割相当の返礼品を
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送るので、寄附した人にとって、おいしいのは間違いない。  

   寄附を受け入れる自治体にとっても、すこぶるおいしいはずだ。寄附額の半分

程度を返礼品に充てたとしても、残りの半分は丸々もうかるからだ。  

   でも、世の中にそんなおいしいだけの話があるわけがない。さきに触れたとお

り、寄附した人の居住地の自治体では、税の目減りを強いられる。寄附した人と、

それを受け入れた自治体が浮かれていられるのは、この目減りを食い潰している

おかげだ。また、もしこの目減りがなければ、「多少なりとも保育所の待機児童

問題が解消できるのに」ということにもなる。  

   導入した国は無責任。ふるさと納税は、名前どおり自分のふるさとを応援し貢

献する仕組みだとのふれ込みで導入された。ところが、やはり総務省のホームペ

ージには、「ふるさと納税は自分の生まれた故郷だけでなく、お世話になった自

治体や応援したい自治体なども対象になります。」とある。縁もゆかりもなくて

いい、単に返礼品に目がくらんで応援したくなっても構わないのだ。  

   このところ、全国の自治体は、このおいしいふるさと納税による寄附集めに熱

心だ。本来の収入として大事にしなければならない税をそっちのけにして、よそ

の住民からの寄附集めに狂奔する自治体も少なくない。そこで、あれこれ知恵を

絞るのだが、「いかに魅力ある返礼品をそろえるか」くらいしかない。特産品の

中で、より魅力的な商品は何か、まずは品ぞろえに知恵を出す。さらに、ほかの

自治体よりも魅力度を高めようと、返礼品に充てる額を引き上げるなど、自治体

の知恵比べはエスカレートする。努力が実って寄附がたくさん集まれば、自治体

の財政は潤う。  

   ただ、忘れてはならないのは、その寄附は、本来よその自治体に入るべき住民

税を奪った結果であって、そのためにせっせと知恵を絞ったということである。

ふるさと納税、即刻廃止を。自治体も、よその自治体の税を奪うためにではなく、

もっとまともなことに知恵を働かせるべきではないか。まともなこととは、住民

が必要とする質の高い行政サービスを、いかに効率的に提供するかということで

ある。まるで振り込め詐欺のように、自治体が、よその自治体の税をかすめ取る

ようなことに狂奔している姿は、見ていて嘆かわしい。  

   しかし、こんな制度がある以上、ぼやぼやしているとよそから税をかすめ取ら

れてしまう。自治体は、やむを得ずそれに知恵を絞らざるを得ない境遇にある。

自治体を、こんな不毛な競争に駆り立てる仕組みをつくった国は、実に不見識で
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あり無責任だと思う。  

   そろそろ税制改正作業が本格化する時期を迎える。来年度の税制改正では、い

の一番にふるさと納税を廃止するよう提言したい。  

   というふうに、片山善博さんはおっしゃってて、このような意見も参考にして

いただきたいということで、私からの質問は終わります。ありがとうございまし

た。  

議長（山田勝男）  １問目の質問は終了しました。  

   続きまして、２問目の質問に移ります。  

   ３番、南真紀議員。  

３番（南  真紀）（登壇）  ２問目の質問をさせていただきます。  

   「ヤオヒコ再開とイーストヒルズのスーパーブロックに商業施設の誘致を」と

いうことについて質問させていただきます。  

   現在、三郷町にはスーパーマーケットが、ＪＲ三郷駅前に１件しかありません。

日本共産党三郷町議員団が、９月、１０月に実施した住民アンケートにも、「も

っと買い物便利な町にしてほしい」という住民からの切実な声がたくさん寄せら

れました。  

   勢野北口駅前のヤオヒコの再開については、７月２７日付で「開発事前協議

書」がヤオヒコ側から町へ提出され、次に、敷地造成についての都市計画法第

２９条に基づく許可申請書が提出されました。ヤオヒコの再開はいつごろの予定

か、わかればお答えください。  

   また、イーストヒルズの住民からも、「スーパーブロックにスーパーマーケッ

トの商業施設を」という声が、アンケートに寄せられました。このことについて

は、町はどのように考えられていますか。お答えをお願いいたします。  

議長（山田勝男）  西村環境整備部長。  

環境整備部長（西村敦司）（登壇）  南議員の２問目のご質問にお答えしてまいりま

す。  

   勢野北口駅前のスーパーヤオヒコについては、平成２８年３月に閉店され、約

２年半が経過しておりますが、まず、今日までの経過についてご説明させていた

だきます。  

   事業主は店舗閉店からこれまでの間、用地の登記整理や地主との賃貸借契約の

協議に加え、建築計画案の作成等に時間を費やしておられました。  
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   このような状況下、本年７月６日には町長がヤオヒコ本社に出向き、社長との

面談の中で、食料品を初めとする日常の買い物に困難を感じている人、いわゆる

買い物弱者が増加する中、地元住民からは非常に強い新規開店を望む声が上がっ

ている状況を伝えられました。  

   これに対し会社としても、当初の開店予定期日の遅延はあるものの出店計画を

見直すことなく早期開店に向け鋭意努力するとの返答をいただいているところで

あります。  

   次に、現在の状況でございますが、造成工事に係る開発許可申請書を知事宛て

に進達しており、１１月２日には、また町長が奈良県建築課長と面談され、地元

の声を伝えるとともに許可手続がスムーズに進むよう要望されているところでご

ざいます。  

   さらに、１１月３０日にもヤオヒコ社長と面談され、改めて早期開店が可能で

あるならば、開店予定期日を明記した看板を設置していただくことの要望をされ

たところ、その時期が定まった時点で対応させていただくとのことでありました。  

   なお、今後の予定でございますが、必要となる許可手続を経て、年明けから造

成工事が開始され、建築工事については来春の着工予定と伺っております。  

   工事完了後、県の完了検査や開店準備の期間を加えますと、新規開店は、あく

まで予定ではございますが、早くとも来年秋の運びとなると思われます。  

   町といたしましても、一日でも早く開店していただけるように事業主との協議

調整を行うとともに、奈良県へ継続して働きかけてまいりたいと考えているとこ

ろです。  

   次に、勢野北５丁目のスーパーブロックにつきましては、勢野北部土地区画整

理事業の開発当初より、商業施設の誘致が計画されており、住民の皆様、特に地

域の住民の皆様には長らくお待ちいただき、大変ご迷惑、ご不便をおかけしてい

るところでございます。  

   本町の人口につきましても、特に勢野北地域で増加しており、イーストヒルズ

の住民の方々が、当該スーパーブロックでの商業施設の出店を切望しておられる

ことも承知しているところでございます。  

   また、平成２４年９月に組合から保留地を一括購入して以降、町としても優先

課題として誘致に取り組んでいるところでございます。しかしながら、これまで

数多くの食品スーパーと協議を重ねてまいりましたが、交通量や立地などの条件
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が合わず、出店に至っていない現状でございます。  

   今後におきましては、住民の方々の生活の利便性を図り、本町が活性化してい

くためにも、これまで進めていた大型店舗の誘致のみならず、柔軟な考え方で、

最近よく見かけることになっております地産地消による農産物が販売されている

ような、小規模店舗と福祉施設などの複合施設も視野に入れ、引き続き商業施設

の早期出店に向け、取り組んでまいりたいと考えております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  ２問目の質問は終了しました。  

   ３番、南真紀議員の質問は、以上をもって終結いたします。  

   暫時休憩いたします。再開は、１時２０分。  

       休  憩   午後  ０時００分  

       再  開   午後  １時２０分  

議長（山田勝男）  休憩を解き、再開します。  

   それでは、９番、深木健宏議員。  

９番（深木健宏）（登壇）  私のほうから、老親、いわゆる年老いた親を初めとする

家族を亡くした際に必要な手続を、スムーズに進められるようにできないかとい

うことで質問させていただきます。  

   世帯主の変更届の提出や、介護保険証の返納、国民健康保険の葬祭費の請求、

町税・県民税の相続人代表者の届け出、町民税の還付金受取人手続、水道料金の

名義変更、また水道の閉鎖も含め、年金では遺族基礎年金の請求、死亡一時金の

請求、障害者福祉については障害者手帳の返納、福祉手当の喪失の手続など、一

部行政とかかわりのないものもありますが、家族が亡くなった場合、遺族は行政

手続以外にも金融機関の手続、これがまた大変です。窓口は閉鎖され、親族の証

明手続がなければ亡くなった人の名義の預金の引き出しができない、解約ができ

ないなど、多くの対応を迫られます。  

   高齢化は今後一段と進み、ひとり暮らしの高齢者がふえ、離れて暮らす家族が

故人の生前に受けているサービスも知らないケースもふえております。同居者が

いても高齢の配偶者のため、煩雑な行政手続に対応し切れない例もあると言われ

ています。  

   複数の課を回る手間を省き、手続書類も簡略にできないか。年間多くの方々が

亡くなる多死社会を迎える中、高齢の同居遺族、離れて暮らす親族など、気持ち
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の整理がつかないまま葬儀、行政手続を考えると大変です。大きな大きな問題の

意見ではなく私たち身近な、行政への手続等を含め、これらの負担を軽くするた

めの窓口を１つにできないか、お伺いいたします。  

議長（山田勝男）  加地総務部長。  

総務部長（加地義之）（登壇）  失礼します。それでは、深木議員のご質問にお答え

させていただきます。  

   親族の方がお亡くなりになった場合、遺族の方は相続を初め、年金や健康保険、

税金、預貯金などについて、役場はもとより、役場以外の多くの機関で手続を行

っていただく必要が生じてまいります。  

   本町では、そういった方の行政手続につきましては、遺族の方が住民福祉課の

窓口に来られた場合、亡くなられた方が、どういった行政手続が必要なのかシス

テムを通して確認できますので、その必要な事務を担当いたします課の窓口で、

それぞれの手続を行っていただく旨の案内を行っているところであります。  

   議員ご質問の窓口を設けている市町村としては、「お悔やみコーナー」という

名称で、大分県別府市、兵庫県三田市、そして三重県松阪市などでその取り組み

がされておりますが、自治体規模が大きいことから窓口業務が細分化され、多い

ところでは１３の窓口で手続が必要なところもあるようです。また、その専用窓

口では、必要な課への案内と関係書類の作成を補助するといったものであります。  

   そういったことから考えますと、本町におきましても手続が必要な課への案内

は、現時点においても行っておりますが、関係書類の作成を補助するといったこ

とは行っておりませんので、今後、どのような形で遺族の方々の行政手続をサポ

ートすることができるかを検討してまいりたいと考えております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

９番（深木健宏）（登壇）  先ほどご答弁の中に、各市の話もございました。  

   確かに人口の密度といいますか、人口が少ない自治体においては、そんなに弊

害があるとも思いません。課を設置するほど大きな問題でもないかとも思います。

しかしながら、身近な住民の声を聞くにつれ、確かに今は核家族化社会の中で、

あるいは町外に出て仕事をし、また住居も町外に置いてめったに帰ってこれない、

そういう方々がたまたま親を亡くし、またそういった中で急遽、親族等も含めて

会ったときに、手続等を考えればなかなかスムーズにいかない。今、ご答弁にも
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ありましたように、何らかの形でスムーズにやっていただき、遺族が憔悴した中

でそういった手続が煩雑な上にそれぞれ行われる中で、できるだけ一本化してで

きないかということを申し上げているわけでございます。  

   もちろん年間２００名、あるいは３００名近い方々の、三郷町における死亡手

続等を考えたときに、果たしてそれが課を設けるほど大きな問題ではないかとも

考えます。しかしながら、課を、窓口を何らかの形で設け、そして住民に少しで

も負担のかからないサービスを行うこと自体が、自治体の務めではないかという

ふうに考えます。  

   そういった中で、例えば葬儀が行われたときに、事前に葬儀屋さんのほうに手

続一覧的なものをお渡しして、スムーズに問題をいけるようにするとか、あるい

は手続の中で簡略化できるものはしていただく。また、窓口に本人が来たときに、

遺族の方が来たときに、そこへ職員の方々がそれぞれ出向いて、そのぐらいの身

近なサービスが必要ではないかというふうに考えるわけでございます。窓口の一

本化ということは、なかなか難しいとは思いますが、何らかの形でそういった手

続がスムーズに行われますように、それこそ身近な自治体のサービス精神を大い

に発揮していただいて、他の町村も少ないかと思いますけど、三郷町が率先して

身近な問題を取り上げていただければ幸いかと思います。ぜひ、窓口ということ

が不可能であれば、何らかの形でご支援をお願いしたいというのが、私の率直な

気持ちでございます。  

   最近、そういった事例を身近な方からお聞きしました。本人は町外に出て、あ

るいは葬儀も町外で行ったという例もございます。そういった意味においても、

またあちらこちらというふうに回って手続をしなければならない、それを１つに

簡素化して、できるだけ多くの町民の負担を軽くするというのが、自治体の目標

ではないかと思いますので、ぜひともその辺を考えていただき、簡略化に向けて

もまた、皆様方のご協力をぜひともよろしくお願いしたいというふうに考えます。  

   以上です。  

議長（山田勝男）  加地総務部長。  

総務部長（加地義之）（登壇）  失礼します。深木議員の再質問にお答えさせていた

だきます。  

   今、議員おっしゃったとおり、少しでも住民の方々に負担をかけないように、

住民サービスが何かないかというようなご質問だったかと思います。  
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   その中で、本町といたしましても、できるだけ住民の方々の負担が軽減されま

すように、ハンドブック等も作成をするなどそういったことも考えまして、利便

性を図っていきたいと考えております。  

   今、多くのいただいたご意見を参考にさせていただきまして、本町に応じた形

で、今後また検討を進めていきたいと思いますので、お時間のほうを少しいただ

ければと考えております。  

議長（山田勝男）  ９番、深木健宏議員の質問は、以上をもって終結いたします。  

   それでは、５番、先山哲子議員。  

５番（先山哲子）（登壇）  議長のお許しを得まして、「龍田古道」日本遺産につい

て、私の質問をさせていただきます。  

   龍田古道の日本遺産認定に向けて、さまざまな努力がなされているところでご

ざいます。龍田古道を中心とした新たな観光ルート開発のため、柏原市、香芝市、

王寺町、三郷町の２市２町で連携の事業も実施されることとなっております。  

   また、「風の郷  龍田古道プロジェクト」も立ち上がり、こちらにいらっしゃ

る田淵さんが代表でございますが、そのプロジェクトも立ち上がり、いろいろな

人たちが現在、活動されておられます。また、大変なご苦労もあろうかと思いま

すが、大変感謝したいと思っております。  

   また、先日１１月２８日でしたか、ＮＨＫのならナビで、龍田古道の放映がな

されておりましたし、その前にも２回ほど三郷町出ましたね。そのときは、私知

らなくて、ほかの方がたまたまテレビ見てたら、龍田古道とか三郷のことが出て

たんで、もっとＰＲ、「放映されるで」ということを知らせてほしかったという

お叱りを受けました。ホームページ見れば出てるんですけど、そういうのは見ら

れない方も多いわけですから、もうちょっと何とか皆さんに周知していただく方

法は考えていただいたらなと思います。せっかくテレビで放映されているわけで

すから、もったいなと思いました。  

   いろいろなパンフレット、リーフの作製、こういった、もう皆さんもご存じと

思いますが、いろいろなリーフもつくられております。  

   また、イベントもなされておりますし、１，３００円の切手シート、澤さんが

写された有名な龍田古道の写真で、また、王寺の郵便局でも写真展がありました

ね。１，０３０シート発売されたんですけど、シート、全国ネットの日本郵政公

社の業界新聞、全国ネットにもこれ出ております。町長も写っておられますね。  
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   それで、やっぱりマニアの方もいらっしゃるし、やっぱりこういったことで全

国ネットでＰＲするということが大いに、やっぱりいろんな面でプラスになると

思うんです。周辺だけでＰＲしてもね。それで興味のある方の、もちろんこの中

和関係、あと柏原・八尾あたりの郵便局で２月ごろから発売されたんですけど、

ほとんどもう完売に近い状態となっております。東京からも、この新聞とかいろ

んなあらゆるそういうＰＲを見て、問い合わせとか購入、通信販売もなされてお

りますんで、買われた方もいらっしゃいます。  

   こういったことを初めとして、皆さんいろいろな努力を関係者の方はなさって

いるので、それには大変敬意を表したいと思います。また、龍田を詠んだ絵本の

発行などもなされております。  

   年に１回、文化庁が都道府県教育委員会を通じて、日本遺産認定に関する募集

を行っております。その登録に当たっては、いろいろな条件があるわけですが、

また審査基準もあります。有識者で構成される「日本遺産審査委員会」の審査結

果を踏まえて文化庁が判断して、やっと認定という運びとなるわけですが、条件

がいっぱいあるんですけれど、歴史的経緯、地域の風習に根差し、世代を超えて

受け継がれている伝承、風習などを踏まえたものであること。また、地域の魅力

として発信する明確なテーマを設定。建造物、遺跡、名勝地、祭りなど、地域に

根差した継承、保存がなされている文化財であること。また、地域の歴史、文化

財などの価値を解説するだけのものになっていないということ。  

   また、ほかにいっぱいあるんですが、人々が関心を持ったり引きつけられる内

容であること。余り知られていなかった点や、隠れた魅力を打ち出していること。

誰もが理解しやすい内容であるということ。また、ほかの地域では余り見られな

い希有な存在、特徴があるということ。また、地域特有の文化があらわれている

こと。  

   いろんなことが条件にクリアされて初めて認定されるわけですが、もう既に申

請はなさっているんでしょうか。もししていなかったら、いつごろの予定なのか、

その辺とあと、今現在のいろいろと努力なさっているわけですが、その進捗状況。

また、今後の見通しですね、「認定を受けそうやで」、「いやいや、わかれへん、

全くわかれへん」とか、「認定を受けられる可能性が高い」とか、そのあたりの

ことをお答えいただきたいと思います。  

議長（山田勝男）  西村環境整備部長。  
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環境整備部長（西村敦司）（登壇）  先山議員のご質問にお答えしてまいります。  

   現在、大阪柏原市・三郷町において、両市町に共通する歴史・観光資源である

龍田古道と、亀の瀬を中心にその周辺地域を含め、大和と難波を結ぶ最重要拠点

として、日本遺産の登録を目指しているところでございます。  

   まず、ご質問の中でご紹介いただいた内容と重複する部分が多くなりますが、

龍田古道に関連する事業や活動を簡単にご紹介させていただきます。  

   大阪柏原市・香芝市・王寺町そして三郷町で平成２８年度から取り組んでいま

す、広域観光ルート整備事業につきましては、２市２町を周遊できるルートを整

備しようとするもので、柏原市と三郷町を結ぶルートとして龍田古道を推奨して

おり、それをマップに反映しＰＲにつなげていくものでございます。  

   また、産官学地域活性化連絡協議会による「まちづくり事業」から生まれまし

た「龍田古道プロジェクト」につきましては、平成２９年度より本格的に活動を

始められています。  

   龍田古道の認知度向上を図るため、町内外の施設でのポスター掲示やイベント

等でチラシを配布するほか、記念切手シートやポストカードの作製・販売、文化

祭への出展、県との協力事業であります龍田古道マップの制作等の活動を通じな

がら、龍田古道の魅力を精力的に発信しＰＲに努められておられます。  

   ほかにも、さきの９月議会で補正予算を計上させていただいた、柏原市との連

携事業であります「観光ＩＣＴ活用事業」では、ＮＴＴドコモと契約を締結し、

龍田古道のＰＲを兼ねたウォーキングアプリを１０月９日から配信しているとこ

ろであります。  

   さて次に、ご質問の日本遺産登録への取り組み状況でございますが、本年７月

に文化庁を訪れ、ご意見を伺ったところ、「古道」での登録は、昨年度に「竹内

街道」が登録されたことから、「道」だけでの登録は困難であるとの見解を示さ

れました。  

   そのため、現在、龍田古道だけに限定せず、多角面的なアピール要素を取り入

れるため、地すべり対策が講じられている「亀の瀬」の地質的・地理的要因も含

め、「自然と文明の交差点」という観点にも重点を置いて、国土交通省、大和川

河川事務所にもご協力をいただき、また、観光面などの交流人口を高める取り組

みも取り入れながら、再度、国の関係省庁と事前協議を予定しているところであ

ります。  
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   今後とも、申請の窓口であります文化庁を初め、関係省庁からのご意見も参考

にしながら、必要に応じて内容を修正し、平成３１年（来年）１月中旬までには、

「日本遺産」登録の申請を行いたいと考えております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

５番（先山哲子）（登壇）  竹内街道のほうが古いんですよね。だから、竹内街道が

控えてるので、またちょっと内容を変更してということですが、それが申請にな

る確率が高いのかどうか、見通しはどうかいうことも、もしわかれば教えていた

だきたいと思います。  

   ちなみに、この近年３か年で、平成２７年から６７件が認定を受けております。

認定されると地域の認知度は確かに高まります。それよりも、ただ認知度で高ま

っても活性化につながらなければ意味もありませんし、また、実際活性化してい

る地域もありますが、反面伸び悩み、また取り残される地域もあると聞いており

ます。  

   そのためには、まず早期の認定を受ける。そのあとがまた大事であります。認

定後の活用法が、さらに大事になってくるかと思います。ただ、遺産の本質から

外れた取り組みの傾向があれば、認定取り消しもあり得るというように聞いてお

ります。いろいろなことも視野に入れながら、認定後はより一層の尽力、努力を、

大変と思いますがしていただきたい。ただ、三郷町のよさ、すばらしさを、まず

知っていただく、ＰＲする、そして人を呼び込む、さらにお金も落としてもらう、

活性化にもつなげていく、これが大事だと思います。ただ、来てもらって素通り

したり、ごみだけ落として帰っていく。これでは何の意味もございません。いろ

んな認定後の創意工夫が、またさらに大変だと思いますが、大切なことだと思い

ます。  

   簡単にお答えいただいて、もう再々質問はいたしませんので、よろしくお願い

いたします。  

議長（山田勝男）  渡瀬教育部長。  

教育部長（渡瀬充規）（登壇）  失礼します。先山議員の再質問にお答えさせていた

だきます。  

   今現在、先ほど西村部長からも答弁ありましたように、いろんなハードルがご

ざいます。ですので、今の段階でこの見通しはと聞かれても、今のところ何とも
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言えない状態でございます。  

   しかしながら、できるだけ本年度に登録していただけるような文面で、いろん

な関係省庁と相談しながら、登録していただけるような文面で申請していきたい

なと思っております。  

   そしてまた、認定していただいたあとにつきましては、先ほど先山議員がおっ

しゃったようにＰＲをたくさんして、三郷町が少しでも知られるように努力して

いきたいなと思っております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  ５番、先山哲子議員の質問は、以上をもって終結いたします。  

   それでは、８番、辰己圭一議員。一問一答方式で行います。  

８番（辰己圭一）（登壇）  それでは、議長のお許しをいただきましたので、通告書

のとおり一般質問をさせていただきます。  

   まず、１点目、災害時におけるドローン（小型無人航空機）の活用について。

質問をさせていただきます。  

   まず初めに、ドローンとは何か簡単に説明をしますと、プロペラが４つから

８つついた小型のヘリコプターのようなもので、無人で飛ばすことができる、言

ってみたらラジコンみたいなようなものなのですけども、タブレットやアイフォ

ンなどのスマートフォンを利用して遠隔操作ができて、撮影した画像を送受信で

きる非常に便利なものです。最近では、イベントの空中撮影、土木測量や橋梁の

点検など、さまざまな分野において活用がされています。が、今回は災害面に限

定して質問を進めたいと思います。  

   ここ数年、台風による大雨や地震の被害が、全国的に相次いでいます。熊本地

震や九州北部豪雨、最近では大阪北部地震もありましたけども、平成３０年７月

豪雨と言われております西日本豪雨や北海道胆振東部地震など、甚大な被害が出

ました。これらの被災地で、実際に活躍した事例ですけども、それぞれ災害が起

こった現場で人や車が通行できない中、二次被害が心配される状況においても、

ドローンで被害状況を撮影することで状況確認や捜査、救助活動など大いに貢献

しました。  

   この中で１つを例に挙げて、少しだけお話をさせていただきますと、今年７月

に襲った西日本豪雨では、主に広島、岡山、愛媛など各地で洪水やがけ崩れを引

き起こし、２００人以上が死亡され、数十人が行方不明という甚大な被害が出ま
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した。その中で岡山県倉敷市の、皆さんもご存じかと思いますけど真備町では、

堤防が数か所決壊し、真備町全体の４分の１以上が浸水し、家屋などの建物が４ .

８メートルも浸水したそうです。  

   このときに、奈良県内の消防隊員の方が真備町に行かれたんですけども、たし

か７９名の隊員の方が派遣されたと聞いております。その中で西和消防署の隊員

の方も行かれて言われておりましたけども、ゴムボートで５０人以上、浸水して

いる家屋から救出をされたそうです。このときに、国交省のドローン部隊が派遣

されまして、ヘリコプターよりも低空に飛行ができるので、低空で飛んでいって、

瞬時に被災現場に近づき、詳細に被災現場を把握し救助活動に貢献されたそうで

す。ちなみに、この国交省のドローン部隊というのは、「ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ」

といいまして、大規模な災害が起こったときに、被災した自治体に派遣される地

方整備局の部隊です。  

   ドローンのメリットというのはほかにもたくさんあるんですけども、例えば人

間の体温を感知するサーモセンサーカメラをドローンに搭載すれば、例えば山の

中で遭難された方や行方不明者の方を見つけることもできますし、また、サーチ

ライトとスピーカーを搭載すれば、真っ暗闇の中でも避難誘導ができますし、水

難救助用の救命胴衣や浮き輪などの投下もできます。言い出したらちょっと切り

ないんですけども、こういったことから災害時のドローンの有効性が注目されま

して、自治体などにおいては、災害時のドローンを活用した被災状況調査に関す

る協定を締結する事例がふえております。  

   奈良県内の自治体例では、五條市、野迫川・十津川・天川村などが、災害時に

救援活動等を行うため、ドローン愛好者団体、これは「ブルーウインド」という

団体やったと思うんですけど、その団体と協定を締結しており、災害に強い地域

づくりに成果が期待されております。  

   この三郷町においても、今後起こり得る南海トラフ地震、これは今後３０年の

間に８０％の確率で発生すると言われておりますけども、奈良県内も震度６クラ

スの地震が来ると予想されています。もっと怖いのは、奈良県は生駒断層や大和

川断層、あと奈良盆地東縁断層など、奈良県には８つの活断層帯が走っておりま

す。これらの直下型地震が発生すれば、恐らく三郷町も震度７クラスの地震が起

こると言われております。  

   また、去年の１０月、台風２１号の大雨で、この三郷町も家屋の浸水や東信貴
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ケ丘の住宅法面の崩落などの被害がありましたが、今後も毎年来るだろうと思わ

れる台風による豪雨災害など、万が一の事態に備えてドローンを活用していくべ

きだと考えます。  

   幸いといいますか、この三郷町にドローンの会社を経営されている方がおられ

ます。主にふだんはイベント等の空中撮影をされていまして、近畿各地の学校や、

有名どころでは奈良の燈火会なども撮影されています。当然、飛行経験も豊富で

ドローンも数台お持ちのようです。  

   また、町の職員さんの中に、ドローンの操縦を得意とされている方がおられる

かもわかりませんし、練習して協力したいという方が出てくるもわかりません。

こういった方々に協力を求めまして、町が主になって警察、消防、消防団などと

連携し、日ごろから災害を想定した操縦訓練や救助訓練など実施することも大事

だと思います。  

   そこで、三郷町は災害時におけるこのドローンの活用を、今後どのようにお考

えなのかお聞かせください。よろしくお願いします。  

議長（山田勝男）  加地総務部長。  

総務部長（加地義之）（登壇）  失礼します。それでは、辰己議員の１問目のご質問

にお答えさせていただきます。  

   議員ご指摘のとおり、近年頻発する地震や風水害等の大規模災害において、小

型無人航空機ドローンを活用した「災害現場の早期発見」や「災害規模の早期把

握」といった迅速な災害対応について、多くの事例が報告されております。  

   奈良県広域消防組合におきましても、平成２９年度末に寄贈されたドローン

１機を警防部に試行的に配備し、火災時の延焼範囲、延焼方向等の立体的な災害

実態の把握や、情報収集について、部分的な偵察飛行の運用が開始されておりま

す。今後は、大規模災害時の再崩落危険箇所の監視や、消防隊が近づけない地域

への偵察、進入困難な場所での捜索活動、画像撮影、そして、救助資機材の搬送

等、多角的に検討していくとのことであります。  

   また、県内の自治体では、山間部が多い五條市、野迫川村、十津川村と五條警

察署がドローンを扱う民間団体と協定書を交わし、水害や土砂災害の発生時に、

ドローンを使って撮影された被害状況の映像を受け取れる体制を整えております。  

   本町におきましても、南海トラフ地震や、昨年の台風２１号のような大規模な

浸水害が発生した場合、速やかな被害状況の確認や、あらゆる災害対応において、
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ドローンの活用は有用であると考えております。  

   また、大和川の浸水害の影響を受ける自治体が多い中、広範囲に状況が把握で

きるドローンの特性を生かすには、広域的な視点でドローンの利用を考え、地域

特性に応じた形で課題解決を図る必要があると思われます。  

   このことから、今後におきましては、全国的な先進事例を研究し、あわせてＩ

ＣＴやＩｏＴの技術革新の動向も注視しながら、本町に合った活用方法を考慮し、

導入について検討していきたいと考えております。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

８番（辰己圭一）（登壇）  ただいま加地部長から答弁していただきまして、私なり

に今、理解しているのは、前向きに検討していただけるのかなというふうに思っ

ておりますけども、「災害は忘れたころにやってくる」という言葉がありますけ

ども、今では、「災害は忘れる間もなくやってくる」に変わりました。それぐら

い日本各地で災害が起こっているのが現状でありますけども、災害における防災、

減災は、当然、自分の命を守る自助、ともに助ける共助、日ごろからの備えや訓

練が、もちろん大前提でございます。しかし、万が一大雨で堤防が決壊したり、

土砂が崩れたり、いつ起きてもおかしくない地震が起きて家屋が倒壊したときは、

まず自分の命を守る行動をとりながら、安全な場所へ避難しなければなりません。

ですが、このときに地上からの情報だけで、果たして安全に避難できるのでしょ

うか。  

   最悪なパターンで、ちょっと言わせてもらいますけども、例えば避難できるは

ずの道路が、冠水や土砂で埋まっていたり、地震によって大規模な災害が起きて

避難経路がわからないなど、こういったことも想定しておく必要があるのかなと

思います。  

   それに、三郷町が被災するということは、近隣の市町村も被災すると思われま

す。ですので、こういったことを踏まえて、一日も早く三郷独自の組織といいま

しょうか、団体といいましょうか、そういうのをつくっていただき、ドローンを

活用し災害に備えるべきだと考えます。  

   まず、今日言うて、明日からお願いしますっていうのではなくて、まず、組織

をつくるなり協定を結ぶにしろ、例えば警察、消防関係、それにドローン関係の

団体と協議の場を持っていただきたいと考えておりますけども、その辺について
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答えられる範囲でいいのでお願いします。  

議長（山田勝男）  加地総務部長。  

総務部長（加地義之）（登壇）  それでは、辰己議員の再質問のほうにお答えさせて

いただきます。  

   現在、辰己議員からお話聞いたように、ドローンの活用のメリットというのは

十分認識しているところでございます。そういった中で活用していく場合、今後、

協定を結ぶというのも、今すぐにというのはなかなかお答えはできませんが、検

討していくものであるかとは思います。  

   そしてまた、活用していく場合、大事になってくるのは、やはり定期的な訓練、

そういったことを行っていくのが一番、今後大事になってくるのかなと。つくる

だけでは意味がないということで、協定するのであれば、そのあとの訓練等を含

めて活用するということを一番、第一に持っていきたいかなと思っています。  

   そしてまた、協定等を結ぶに当たりましても、三郷町のエリアというのはちょ

っと狭い部分もありますので、他の自治体の動向等も注視しながら、動向も見な

がら、今後、検討のほうをさせていただきたいなと思います。  

議長（山田勝男）  再々質問を許します。  

８番（辰己圭一）（登壇）  ありがとうございました。ぜひ今後、その練習も大事と

いうことで、そういったことも全部含めまして、真剣にちょっと検討していただ

きたいと思いますのでよろしくお願いします。  

   町民の皆さんが、安全で安心して暮らせる防災に強いまちづくりを、ぜひ目指

していただきたいと思いますので、よろしくお願いいたしまして、１つ目の質問

を終わりたいと思います。ありがとうございました。  

議長（山田勝男）  １問目の質問は終了いたしました。  

   続きまして、２問目の質問に移ります。  

   ８番、辰己圭一議員。  

８番（辰己圭一）（登壇）  それでは、２つ目の質問をさせていただきます。  

   その前に、ちょっと実を言うと、この２点目の質問を出すかどうか、ちょっと

かなり悩んだんですけども、というのも条例が絡んだことなので、皆さんからふ

ざけてるのかとお叱りを受けるんじゃないかと、ちょっといろいろ考えたんです

けども、これは、私が議員になる二十数年前から、三郷町にずっと提案したかっ

たことなので、皆さん、最後までどうぞよろしくお願いいたします。  
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   それでは、夢のある条例を。ということで、質問をさせていただきます。  

   １２月になると、クリスマスの季節でもあり、童謡の歌や絵本でもサンタクロ

ースのお話がたくさん出てきます。毎年、クリスマスになると、子どもたちはサ

ンタさんからのプレゼントを楽しみにしております。  

   僕が、あるとき、とあるラジオ番組で知ったのですけども、アメリカのユタ州

にあるソルトレイクシティには、クリスマスイブに限りサンタクロースとトナカ

イはプレゼントを配るため、家々の上空を飛び交うことを許可する、そんな夢の

ある条例があることを知りました。正直、そのとき全身に鳥肌が立って、すごい

なと、夢のある話やな、どんな町か見てみたいというのを正直に思ったんですけ

ども、それと同時に三郷町にも、こんな夢のある条例があったらいいな、みんな

に自慢できるなということを思ったことを覚えております、今でも。  

   三郷町では、きらきら星で有名な武鹿悦子先生が在住されておりますけども、

武鹿先生の作品で、「ぶたの・ポテトのひみつのやくそく」という絵本がありま

す。これにはサンタクロースのお話が出てきます。また、平成３０年は童謡誕生

１００周年と記念すべき年でもあり、今年４月に三郷町は「童謡のまち」宣言を

行いました。これにあやかってというのも、ちょっと変な話なんですけども、三

郷町でもこういった夢のある条例を１つつくられてはどうかなと思います。  

   例えば、クリスマスイブの夜に限り、三郷町上空をサンタクロースが空を飛ぶ

ことを許可する。ただし、人を超越した存在に限る。この「人を超越した存在に

限る」ということを、後ろにつけておけば、航空法や法律に抵触しないですし、

国土交通大臣の許可も必要ないと思います。こんな夢のある条例ができたら、も

う考えただけでわくわくするんですけども、子どもたちにも夢を与えることがで

きますし、三郷町の自慢の１つにもなると思います。それに、ツイッターやフェ

イスブックにアップすれば恐らく、甘い考えかもわかりませんけども、かなりの

反響があるのかなということも思ったりもします。それで、三郷も一気にいろん

な意味で有名になってくれたらいいなというのも思うんですけども、童謡のまち

宣言にもありますように、明日を担う子どもたちの健やかな成長のみならず、大

人にとっても豊かな感性を育むまちとして、ぜひ、この夢のある条例をつくって

いただけたらなと思うのですけども、町としての考えをお聞かせください。  

   今月はクリスマスシーズンでもあるので、クリスマスにふさわしい前向きな答

弁を期待しておりますので、よろしくお願いいたします。  
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議長（山田勝男）  窪こども未来創造部長。  

こども未来創造部長（窪  順司）（登壇）  失礼いたします。それでは、辰己議員の

２問目のご質問にお答えをしてまいります。  

   ソルトレイクシティの条例を確認しましたところ、この市の条例は２２の題名

に分か れて おり 、そ の１６ 番目 の題 名に 「空港 」の 項目 が ご ざいま す。 この

１６番目に、一般的な航空規制について規制をしている章があり、その１８番目

の節に、市上空の飛行の項目があり、最低高度について規定をしています。  

   この規定によりますと、Ａとして、一般的な制限として、アメリカ連邦航空局

の航空管制の指示がある場合を除き、市の居住地区または事業エリアを飛行する

飛行機は、連邦航空局によって公布された規定に明記されている最低高度を遵守

しなければならない。  

   そして、Ｂとして、クリスマスイブの空飛ぶトナカイの免除として、クリスマ

スイブのみ、トナカイとけん引している貨物は、この節の細節Ａの規定から免除

されるものとするとされています。  

   このように、ソルトレイクシティの条例では、航空規制における市上空の飛行

の最低高度を定めている条文において、免除規定として、クリスマスイブの空飛

ぶトナカイの条文を載せています。かた苦しい条文が並ぶ条例の中、気のきいた

一文であり、子どもたちや大人にも、大変、夢やユーモアがある条文だと思いま

す。  

   本町におきましても、このように気のきいた表現を入れることができ、子ども

たちに夢を与えることができる条文を考えることができたらすてきだなと思いま

すので、今後、今ある条例や新しく条例等を制定する際などの機会を捉えて、こ

ういった夢のある条文を入れることができないか検討してまいりたいと考えてお

ります。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

８番（辰己圭一）（登壇）  ありがとうございました。まさに、クリスマスにふさわ

しい答弁をしていただいたのかなと思います。  

   僕、ちょっと、サンタさんが上空を飛ぶというのが、簡単にソルトレイクシテ

ィのことを言いましたけども、あえてちょっと難しく言わずに、簡単にちょっと

今、言わせてもらったんですけど、実は２００４年に、このサンタクロースが空
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を飛ぶということを、もう削除しようということで、議会の中でも上がったらし

いんですけども、じゃ、住民投票をしようということで、住民投票をした結果、

やっぱり残すべきだということで、いまだに残っているそうですけども、今後、

こういった夢のある一文を、また三郷町の条例にでも入れてもらうことを期待し

まして、また機会があれば、こういった質問をさせていただきたいと思います。  

   ありがとうございました。答弁は結構でございます。  

議長（山田勝男）  ２問目の質問は終了しました。  

   ８番、辰己圭一議員の質問は、以上をもって終了いたします。  

   それでは、６番、佐野英史議員。一問一答方式で行います。  

６番（佐野英史）（登壇）  では、議長のお許しを得まして、一般質問をさせていた

だきます。  

   第１問、三郷町の目指すＳＤＧｓの具体的行動取組みは？という形で、質問を

させていただきます。  

   このＳＤＧｓというのは、三郷町でもこの８月に、ＳＤＧｓ環境未来都市宣言

というものを、子ども議会の際に行いました。このＳＤＧｓというのは、何度も

町長がおっしゃってますけども、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ  Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅ

ｎｔ  Ｇｏａｌｓの略で、２０１５年９月の国連総会で採択をされた、我々の世

界を変革する持続可能な開発のためのアジェンダ２０３０で記された行動指針の

ことです。これは、１７のグローバル目標と１６９の達成基準から成る、国連が

新たに提示をした開発目標でありますが、日本国としましては、２０１６年に開

催をされました伊勢志摩サミットを機会に、取り組みをスタートさせておりまし

て、昨年にはアクションプラン２０１８を策定し、今年６月には、すぐれた取り

組みを提案する２９都市をＳＤＧｓ未来都市に指定し、さらにその中から、先進

的な１０の事業を自治体ＳＤＧｓモデル事業に選定をしております。  

   この１７のグローバル目標というのは、ここで述べさせていただきますと、

１番が、貧困をなくそう。２番が、飢餓をゼロに。３番が、全ての人に健康と福

祉を。４番が、質の高い教育をみんなに。５番が、ジェンダー平等を実現しよう。

６番が、安全な水とトイレを世界中に。７番が、エネルギーをみんなに、そして

クリーンに。８番が、働きがいも経済成長も。９番が、産業と技術革新の基盤を

つくろう。１０番が、人や国の不平等をなくそう。１１番が、住み続けられるま

ちづくりを。１２番が、つくる責任、使う責任。１３番が、気候変動に具体的な
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対策を 。１ ４番 が、 海の豊 かさ を守 ろう 。１５ 番が 、陸 の豊 かさも 守ろ う。

１６番が、平和と公正を全ての人に。最後の１７番が、パートナーシップで目標

達成しようという１７の目標があるんですけども、これは、国連というところで

提唱された目標ですので、非常に大きな課題のようにも見えるんですけども、実

際にこれを大きく見てみますと、やっぱり自治体レベルでも取り組める分野があ

るのかなとも思っております。特に三郷町の場合ですと、環境未来都市宣言とい

う形で、環境に特化をしているような印象も持つことができます。  

   ただ、冷静に見てみますと、３番の、全ての人に健康と福祉をという項目に関

しましては、この１６９の達成基準とはまた別なんですけども、フレイル検診と

か、あるいは認知症予防体操とかいろんな形で福祉というものを、政策を実現し

ておりますので、これも１つは、このＳＤＧｓの目標にかなった取り組みなのか

なというふうに解釈もします。  

   ４番の、質の高い教育をみんなにというのは、国連が提唱しているものとは少

しは違うんですけども、タブレット端末を導入したり、電子黒板を導入したり、

あるいはプログラミング教育をやったりとかいう形で、子どもに対して質の高い

教育を提供していこうという努力はしております。これも、ある意味ではこのＳ

ＤＧｓの目標にかなっている施策なのかなというふうに感じています。また、安

全な水とトイレを世界中にというのは、今、三郷町が進めております公共下水道

接続事業もこれに入ってくるのかなと。  

   ７番の、エネルギーをみんなに、そしてクリーンにっていうのは、三郷町が立

ち上げました、三郷ひまわりエナジーの稼働というのも、それはこの分野に入っ

てくるのかなというふうに思ってます。また、働きがいも経済成長もっていう部

分と、住み続けられるまちづくりっていうのは、ＣＣＲＣの事業ともかかわって

くるのかなというふうに思います。  

   そして、つくる責任、使う責任、気候変動に具体的な対策を、海の豊かさを守

ろう、陸の豊かさを守ろうというのは、やはりその、今進めております環境未来

都市宣言の、まさにこれからの地球変動、気候変動に対応していこうと。そして、

災害を減らしていこうという意味で、森町長が提唱しました環境未来都市宣言に

つながっていくのではないかなというふうに思っております。  

   それを具体的に、これから三郷町としては、このＳＤＧｓの理念っていうもの

をどのように町政に反映していくのか、具体的には今、計画をされている、ある
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いは行動をしようとしている、取り組みなどが決まっておりましたら教えていた

だきたいと思います。よろしくお願いします。  

議長（山田勝男）  加地総務部長。  

総務部長（加地義之）（登壇）  失礼します。それでは、佐野議員の１問目のご質問

にお答えさせていただきます。  

   近年の異常気象から地球温暖化の傾向が加速していると言われており、温暖化

対策は世界的な喫緊の課題となっております。本町では、本年８月６日に子ども

議会にて、平成２７年に国連で採択された、持続可能な世界を実現するための開

発目標である「ＳＤＧｓ」の理念及び目標に賛同し、環境問題を含めた町の諸課

題の解決に取り組んでいくため「ＳＤＧｓ環境未来都市宣言」を、１３名の子ど

も議員の皆さんとともに行ったところであります。  

   この宣言を契機に、今までの地球温暖化対策の取り組みをさらに充実させると

ともに、関係機関とのパートナーシップにより健康長寿で災害に強い「人にもま

ちにもレジリエンスな環境未来都市」を推進し、ＳＤＧｓの目標達成に貢献して

まいります。  

   今後の取り組みにつきましては、議員のご質問にもありますように、「ＳＤＧ

ｓ未来都市」として選定されるよう、内閣府に対し町の取り組みを提案するとと

もに、ＳＤＧｓには健康・福祉・経済・気候変動などの課題について、１７の  

目標と１６９の具体的目標があることから、次の「まちづくり総合戦略」を策定

する際には、本町が実施していくさまざまな施策にＳＤＧｓの考え方を反映して

まいります。そして、環境課題のみならず、経済・社会の側面への相乗効果を、

企業・団体等とのパートナーシップにより循環させ、ＳＤＧｓの「誰ひとり取り

残さない」理念のもと、多様な変化にしなやかな強さをもって対応するまち、

「持続可能なまち三郷」を目指してまいります。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

６番（佐野英史）（登壇）  ただいま、部長のほうから前向きな答弁をいただきまし

た。  

   まちづくり総合戦略、平成２８年から３１年度までの５年間の５か年の目標が

掲げられておりまして、来年度が最終ということになっております。その間にも

いろいろ、先ほどおっしゃいましたように、自治体ＳＤＧｓモデル事業に選定さ
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れるようにという形で、部長のほうから答弁がありましたけども、既に三郷町が

環境未来都市宣言をする以前に、内閣府のほうがそういう補助金、補助対象事業

としてこういう事業を進めていたわけなんですけども、既にここに申請をされた

自治体っていうのは、このＳＤＧｓ事業のために、何らかの計画というものを立

てています。私は、この計画等を見てまして、やはりまちづくり総合戦略と大き

く重なる部分があるのかなと。それを、町長が目標としておりますＣＣＲＣ事業

とも重なる部分があるのかなとそういうふうに思いまして、やはり部長がおっし

ゃったみたいに、このＳＤＧｓというものにこだわるのではなくて、やはりまち

づくり総合戦略の中で、このＳＤＧｓの理念を反映させていこうという形のほう

が理想的じゃないかなというふうに思っています。  

   それと、もう１つ一番大事なことは、やはりパートナーシップということが

１７番目にあります。やはりこの環境問題というのは、行政が旗を振るだけでは

なくて、やはり住民がどのように行動していくのかということが大事だと思いま

す。恐らくこの国連のＳＤＧｓでも、どのように一人一人がこの大きな目標に対

して行動を進めていくのかということは、問われているんではないかなというふ

うに思います。  

   そういう意味では、今、行われております環境への対策で、例えばごみの堆肥

化の補助金であるとか、あるいは雨水の再利用の補助金であるとか、あるいは太

陽光発電とかコージェネレーションの補助金であるとか、そういうものに対して

やはりもっと積極的に、住民がもっと意識を持ってその補助事業を活用していた

だくような形の取り組みとか、そういうものを含めて行政がＳＤＧｓで宣言をす

るだけではなくて、住民もそれに対して協力的になれるような仕組みをつくって

いただければと思います。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  加地総務部長。  

総務部長（加地義之）（登壇）  それでは、佐野議員の再質問にお答えさせていただ

きます。  

   議員おっしゃいますとおり、今現在進めております事業もＳＤＧｓに何らかの、

全て関連してくるものであると理解しております。  

   そういったことで、現在、まちづくり総合戦略、来年度までの戦略なんですが、

この目標につきましてもＳＤＧｓのターゲットに照らし合わせた形で、現在、各
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課のほうでも目標達成に向けて進めております。そしてまた、町といたしまして

も、今現在進めておりますのが環境だけではなくて、環境、経済、社会、この

３つの観点から循環をさせまして、さらに充実させていきたいと考えております。  

   今、先ほどから佐野議員からもお話しありますように、環境でありましたら、

浸水常襲地域の解消であったり、カーボン・マネジメント事業も行っております。

そしてまた、クールチョイスによる啓発といったことも環境に当たるのかなと。  

   そしてまた、経済といたしましては、議員もおっしゃっておりましたとおり新

電力会社の設立であったり、サテライトオフィスの活用といったところもあろう

かと思います。  

   そしてまた、社会のほうですね、フレイル検診、そして乗り合いタクシー、そ

してまたＩＣＴを活用した小中一貫教育、そしてまたＣＣＲＣの考え方ももちろ

んそちらに含まれてくるのかなと思います。  

   そういった３つの観点から、それを循環させることで、さらに充実を図りまし

て、今後進めていきたいなと考えているところでございます。そしてまた、まち

づくり総合戦略、来年度、先ほどの繰り返しになりますが、見直しの際には、当

然このＳＤＧｓの考え方を十分反映させた上で作成していきたいと。そして、そ

れを実行に向けていきたいなと考えております。そして、最終的には「人にもま

ちにもレジリエンスな環境未来都市」この実現を目指して、今後進めてまいりた

いと思いますので、またご協力のほどよろしくお願い申し上げます。  

議長（山田勝男）  １問目の質問は終了しました。  

   続きまして、２問目の質問に移ります。  

   ６番、佐野英史議員。  

６番（佐野英史）（登壇）  では、２番目の質問に移らせていただきます。  

   いじめ防止対策について三郷町の取組みは？という形で、質問させていただき

ます。  

   何か、こういう質問をすると、何か私がいじめに対する何らかの情報を、相談

を受けているんではないかというふうに疑われるかもしれませんけども、これを

質問したというのは、大体夏とか秋ぐらいになりますと、中学校進学を控えた保

護者の方から、三郷中学校にうちの息子を行かせていいんだろうかと、いじめら

れないのだろうかというような不安とかの声が、相談を受けます。  

   また、この場にいらっしゃる議員とか職員の皆さんは、よくご存じだと思うん



 

1-59 

ですけども、入学式とかに参列をすると、ちょっとやんちゃな生徒がたまに一、

二人いらっしゃって、その終わったあとに、うちの息子と同じクラスでなくてよ

かったわとかそういうふうな、あとで感想を得たり、うちの息子ちょっとビビっ

てたわとかいうふうなことを、おっしゃる親御さんが多くて、三郷町ではどうい

うふうないじめ対策をしてるのかなというふうな思いから、質問させていただき

ました。  

   承知のとおり、２０１３年にいじめ防止対策推進法が成立をしております。こ

れはもう、すごく社会でも問題になりましたように、その前の年に、大津市のい

じめ自死事件が起きたことがきっかけでできた法律でありますけども、そのあと

も同様の事件とか事案というのがあとをたたずに、文部科学省のほうでも、この

いじめ問題というのをすごく大きな問題として位置づけております。さらに、い

じめ問題というのは、大人社会のパワハラとかセクハラ問題と水平にある問題と

位置づけて取り組みを強化しております。同時に、学校現場だけでなくて、地域

社会としてこの問題に対処すべきものと、文部科学省のほうは考えておるようで

ございます。  

   三郷町でも議会のたびに、取り組みに関する事務の点検及び評価報告書という

ものを提出をし、そして説明をいただいているわけなんですけども、その項目に

おきましてもいじめ、不登校問題への対処についての評価がなされております。

このいじめ対策推進法ができて以降、ずっとこの評価報告に関しては、特に不登

校問題への言及はあるんですけど、いじめ対策に関しての言及は、私の記憶では

なかったように思っております。  

   三郷町では、まずどのような対策をしているのかということと、いじめ防止対

策推進法では学校と自治体に対して、いじめ防止対策基本方針の策定をするよう

に書かれています。それは、三郷町では、今どのように、策定状況はどういうこ

となのかということと、この基本方針については、保護者や関係者に説明するよ

う求められておりますけども、文部科学省の通知では、「地域社会の人々にも伝

えるように」と、努力規定でありますが書かれています。どのような形で公開さ

れているのか、お聞かせください。  

   以上です。  

議長（山田勝男）  渡瀬教育部長。  

教育部長（渡瀬充規）（登壇）  失礼します。佐野議員の２問目のご質問にお答えさ
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せていただきます。  

   平成２３年１０月に滋賀県大津市で、当時中学校２年生の男子生徒がいじめを

苦に自死するという痛ましい事件が起こり、これを機に「いじめ防止対策推進

法」が平成２５年に成立し、１０月には「いじめの防止等のための基本的な方

針」が文部科学省より示されました。  

   その後、平成２８年３月に奈良県が、「奈良県いじめ防止基本方針」を示され、  

これを受けて本町でも同年４月に各小中学校におきまして、「いじめ防止基本方

針」を策定いたしました。その基本方針に基づき、毎年６月に全児童・生徒を対

象に「いじめアンケート調査」を実施し、現状把握に努めております。  

   また、アンケート調査以外でも学校内での「いじめ等の月例報告」と、年に一

度の「年度末報告」により、各小中学校と教育委員会との間で情報を共有すると

ともに、いじめ等の問題が生じた際には、報告・連絡を密にしながら、迅速に対

応しており、県の教育委員会へも逐一報告しているところでございます。  

   次に具体的な対処方法ですが、いじめがあることが確認された場合、いじめを

受けた児童・生徒やいじめを知らせてきた児童・生徒にも配慮しながら、詳細な

内容を確認した上で、校長などの教員が速やかに家庭訪問等で保護者へ伝え、教

育委員会の職員も一緒に休校日や昼夜を問わず、迅速な対応を図っているところ

でございます。  

   また、不登校問題への対処につきましては、平成２５年６月に「三郷町不登校

対策連絡会」を立ち上げ、その後、毎月開催の定例会議で情報交換を行うととも

に、不登校児童・生徒への対応に特化した臨時職員３名の指導のもと、各関係機

関と連携しながら、迅速に対応を行っております。  

   最後に、本町における「いじめ防止対策基本方針」の公開の件でございますけ

れども、「基本方針」については、既に策定済みですが、保護者、関係者に対し

て現段階では周知していないのが現状でございます。  

   しかしながら、議員ご指摘のように、策定した方針内容を説明することが求め

られていることから、今後、各年度の開始時に児童生徒への説明のほか、保護者

に対しても懇談会等で説明してまいりたいと考えております。  

   また、地域住民の方々にも町及び学校のホームページ等のＳＮＳを活用しなが

ら、周知してまいりたいと考えております。  

   以上でございます。  
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議長（山田勝男）  再質問を許します。  

６番（佐野英史）（登壇）  文部科学省は、さまざまな形でいろんな施策というのを

おろしてきております。それを、いろいろ読んでみますと、やはり三郷町単独で

難しいような、財源が必要なものであるとか、マンパワーが必要なものとかいっ

ぱいあると思うんですけども、その文部科学省のマニュアルというんですか、そ

ういう通知の中には、いじめ対策連絡協議会を設置するようにと。それか、ある

いは教育委員会に附属機関を設けるようにと。  

   これは、あくまでも努力規定というか、願望というか理想であるんですけども、

それについて、なぜ設置をしていないのかということをお聞きしますと、不登校

問題と違って、いじめに関しては時間をかける問題ではなくて、やはり現場での

即応性が必要だと。だから、そういう連絡協議会とか附属機関云々じゃなくて、

学校現場でしっかりとそれは教職員でコミュニケーションをとって、そして教育

委員会で、あるいは上級庁との中で解決していくものだから設置をしていないと

いうのをお聞きしました。それは、十分納得できる説明ではございました。それ

に対して現場では今、先ほど教育部長がおっしゃったみたいに、学校の先生がか

なり日夜、努力をされているともお聞きしております。  

   ２年前に北海道新聞で、ある中学生の人権作文というのが載ったんですね。そ

の人権作文が内閣総理大臣賞を受賞して、それを書いた中学生というのは、小学

校時代をドイツで過ごしたと。ドイツで受けたいじめと、ドイツで目撃したいじ

め、そして、日本で目撃したいじめの違いというのをその作文の中で書いており

ました。  

   ドイツと日本の違いというのは、その小学生の感想ですので、陰湿さが違うと。

ドイツはいじめというのは、表に出てくると。で、すぐに、そのいじめというの

は、二、三日で終わるんだと。日本の場合は、すごく陰に隠れて陰湿で、長期間

にわたると。で、その生徒は自分なりに考えて、それは周りにとめる人がいない

からだと。ドイツの場合は、いじめを目撃したら同級生とか友達が、誰かがとめ

に入ると。ただ、日本の場合はどうしても、とめに入った場合は自分がいじめら

れるかもしれないという形で、とめに入る人がいなくなると。だからこそ、いじ

めが悪質化、長期間化するんじゃないかというふうな形で、その生徒は感想とい

うか、自分の体験を通してそういう作文に残しておりました。  

   それを聞きまして、やはり教育委員会の先生方は、加害者、被害者に対して、
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間に立って走り回っていただいていることは事実でありますけども、やはり今回、

同じようなというか事象は違うんですけども、１０月のハロウィンに起きました、

渋谷でのトラックを押し倒したという事件で４人の方が逮捕されたと。その４人

が逮捕されたわけなんですけども、恐らくその問題というのは、そういう悪乗り

をした本人も悪いでしょうけども、その周りではやし立てた群衆がいたと。恐ら

くはやし立てた群衆がいたために、その４人は一段と悪乗りをしたんではないか

なと。  

   それは、恐らくいじめの問題と似た構図なのかなと。だから、周りにとめる人

がいない、あるいはそれを容認するような空気があったからこそ、いじめという

ものが起きるのではないかっていうことを、私はその生徒の作文から、そう感じ

ました。  

   そういう意味では、やはり教職員がいじめの解決に向かって努力をしていただ

くということは大事なんですけども、やはり生徒の間で、学級の間で、いじめの

問題に関してしっかりと議論をしていくということも大事じゃないかなというふ

うに感じましたので、それにつきまして、今後、学校現場にかかわることですけ

ども、その考え方をお聞かせください。  

議長（山田勝男）  池田教育長。  

教育長（池田朝博）（登壇）  佐野議員の再質問にお答えさせていただきます。  

   いじめの状況、それから対応等については、先ほど担当の渡瀬部長のほうから

お答えをさせていただいたとおりで、また、議員からのご質問の中にもあります

ように、本町においてもいじめが全く発生していないというような状況ではなく

て、やはり残念ながら、いじめの事象は発生しているのが現状でございます。  

   そんな中におきまして、先ほど議員からもありましたように、発生したときか

ら時間がたてばたつほど、これはこじれていくというのが学校現場の統一した見

解でございます。そんな中で、そういうことを判明した段階で、例えばいじめを

した子、された子、それから周りにおられる児童、生徒も含めて、要は状況を先

生が直接見てなければ、その状況を多くの子どもたちから話を聞く。その内容で

適切な指導をし、また、必要に応じて家庭訪問をしながら親も含めて、保護者も

含めて対応し、きっちりとあとに残さない対応をしていくというようなことが、

学校現場でとられてます。  

   このようなことから、教員の働き方改革というような話も出てるわけですけど
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も、やはり時間外に、そういうきめ細かな子どもへの対応、保護者への対応を含

めてやっていただいてる関係上、どうしても勤務時間が長くなるというようなと

ころもあるわけですけども、そういうきめ細やかな対応こそが、今一番求められ

てるのではないのかなというふうに思います。  

   それともう１点、周りで加害者、被害者、言葉が適切でないかもわかりません

が、言ったほう、言われたほう、されたほう、したほうっていう、その当事者だ

けでなくて、周りがはやし立てるというような表現がございましたけども、周り

がそれを黙認したりというようなことが、これもあってはならんことだというふ

うに考えます。  

   したがって、事象があるなしにかかわらず、定期的に学校では、子どもたちに

いじめ、不登校、いろんな問題がございますので、事あるごとに時間をさいて子

どもたちに、「こういう場合は、これはいじめになるよね」とか、「こんな言葉

でも人は傷つくのよ」というようなことを、しっかりと認知をさせながら、１つ

でもいじめの発生を抑制しているというのが学校現場の対応でございます。  

   したがいまして、今、我々教育委員会事務局のほうでも把握をしておりますけ

ども、学校現場は大変疲弊している状況もありますけども、細かな対応をしてい

るというのが現状でございますので、その現状をご理解いただきたいなと言うふ

うに思います。  

   以上です。  

議長（山田勝男）  ２問目の質問は終了しました。  

   ６番、佐野英史議員の質問は、以上をもって終結します。  

   それでは、７番、木谷慎一郎議員。  

７番（木谷慎一郎）（登壇）  それでは、議長のお許しをいただきまして、私からは、

温室効果ガス削減のために電気自動車普及推進をという内容で、一般質問させて

いただきます。  

   先ほどから佐野議員の質問の中にもありましたように、三郷町は平成３０年

８月に、ＳＤＧｓの環境未来都市宣言を行いました。この宣言では、ＳＤＧｓの

中でもとりわけ地球温暖化防止の重要性を強調をされています。  

   ところで、地球温暖化の主な要因は、人間が活動することにより発生する二酸

炭素を初めとした温室効果ガスの増加によるものとされています。電気自動車は、

この二酸化炭素の走行時での排出量は当然ゼロであり、発電するときの排出を考
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慮に入れても排出抑制が見込める上、今後の再生可能エネルギー、太陽光である

とか水力であるとか、風力もこれから伸びるかと思うんですけども、そういう再

生可能エネルギーの普及に伴って、さらにその効果が高まってまいります。  

   そのため、電気自動車の普及を推進することは、地球温暖化の防止に効果の大

きい取り組みの１つであるといえます。  

   ただ、現在の電気自動車は、まだ車両自体の価格もガソリン車と比較すればま

だ高額であり、また、技術の進展により改善しつつあるというものの、１回の充

電で走られる距離、航続可能距離が限られるという大きな弱点もあります。実際、

電気自動車を購入する際に気になる点は何ですかというアンケートをとったとこ

ろがあるんですけども、そこでは車両価格が割高であること、そして航続可能距

離の少なさを挙げる意見が上位を占めております。  

   そこで、三郷町におけるＳＤＧｓ、この中の地球温暖化防止を達成する手段と

して、このような弱点を補えるような電気自動車の普及促進策に取り組んではい

かがでしょうか。  

   ２０１０年、経済産業省が取りまとめました「次世代自動車戦略２０１０」と

いう文書においては、電気自動車（プラグインハイブリッド）という次世代車が

新車に占める割合を、２０２０年に１５から２０％、２０３０年には２０から

３０％にする目標を掲げておりますが、実際は２０１７年においても、これらの

販売割合は１％強にとどまっております。この普及を後押しすることは、国の方

針にも合致したものであるといえます。  

   具体的には、ガソリン車との差額に対する一部補助や、現在三郷町内に１つも

ない急速充電器の設置、公用車としての電気自動車の使用等が考えられるんです

けども、これらに対しての町のお考えをお聞きかせください。よろしくお願いい

たします。  

議長（山田勝男）  西村環境整備部長。  

環境整備部長（西村敦司）（登壇）  それでは、木谷議員のご質問にお答えします。  

   ＳＤＧｓでは、１７の目標の中の１３番目として「気候変動に具体的な対策

を」とあり、地球温暖化対策の重要性も強調されています。ＳＤＧｓ環境未来都

市宣言を行っている本町といたしましても、地球温暖化対策について喫緊の課題

として取り組んでいかなければなりません。  

   ご質問にありますとおり、地球温暖化の主な原因は、二酸化炭素を初めとする
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温室効果ガスによるものとされております。本町ではこれまで、温室効果ガス削

減に向けての取り組みとして、再生可能エネルギー発電システムや家庭用燃料電

池の設置者に対する一部補助により、省エネルギー等、環境に対する意識向上を

図る施策を実施させていただいているところでございます。また、道路や公園の

照明灯や各地域で設置されている防犯灯のＬＥＤ化も、環境対策の一環として積

極的に取り組んでまいりました。  

   さらに温室効果ガス排出の削減効果が大きい施設の設備更新に伴う、省エネル

ギー設備等の導入を実施するため、カーボン・マネジメント強化事業に取り組む

ことについては、さきの９月議会でご説明させていただいたところでございます。  

   一 方 ソ フ ト 面 で は 、 昨 年 度 、 ２ ０ ３ ０ 年 度 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 を

２０１３年度比で２６％削減するという目標達成のため、温暖化対策に資するあ

らゆる「賢い選択」を促す国民運動である「クールチョイス」を、住民の方とと

もに推進することを宣言しています。ご提案いただいている電気自動車の導入や

普及促進につきましても、環境負荷の少ないクリーンエネルギー車として、対応

を検討していくべきであろうと考えております。  

   しかしながら、ご質問にありますとおり、価格や航続可能距離の問題など、住

民の方々も町としても導入に向けての障壁がないわけではございません。  

   このような状況ではございますが、今後、電気自動車の普及促進は、世界的な

時代の流れであることからも、ご提案にございますガソリン車との差額補助につ

きましては、取り組む時期を見きわめながら検討してまいります。  

   次に、公用車への使用につきましては、来年度、町長車の経年による入れかえ

車両として、ＰＨＶ車もしくはＰＨＥＶ車の導入や、急速充電器の設置、また、

電動バイクの導入を、現在検討しているところでございます。  

   以上でございます。  

議長（山田勝男）  再質問を許します。  

７番（木谷慎一郎）（登壇）  ただいま、いろいろ答弁いただきまして、本当に思っ

た以上にご検討いただいてるんだなということで、本当にありがたく思います。  

   先ほど、プラグインハイブリッド自動車であるとか、そのあたりに加えて電動

バイクというお話出ました。いわゆる原付スクーターみたいな形で、電気で走る

というものなんですけども、いわば三郷町は余り広い面積はないので、そういう

面でも航続可能距離が限られる中でも、いろいろ活用ができるんではないかなと
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思いますので、いろんな国の補助等も受けながら進めていっていただけたらと。  

   今後ともよろしくお願いいたします。  

議長（山田勝男）  ７番、木谷慎一郎議員の質問は、以上をもって終結します。  

   これをもって、一般質問を終結します。  

   これで、本日の日程は全部終了しました。  

   月曜日から各委員会で審査を行うわけでございますが、各位におかれましては

よろしくお願いいたします。  

   本日は、これをもって散会します。どうもご苦労さまでした。  

 

       散   会       午後  ２時４９分  


